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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

(1) 連結経営指標等

 

回次 第56期 第57期 第58期 第59期 第60期

決算年月 2021年３月 2022年３月 2023年３月 2024年３月 2025年３月

売上高 (百万円) 11,681 11,501 12,025 11,886 12,074

経常利益 (百万円) 2,805 2,746 2,830 2,376 2,724

親会社株主に帰属する
当期純利益

(百万円) 1,927 1,898 1,946 1,645 1,903

包括利益 (百万円) 1,928 1,899 1,941 1,648 1,903

純資産額 (百万円) 42,087 43,374 44,705 45,741 47,033

総資産額 (百万円) 73,492 77,199 82,052 83,196 80,658

１株当たり純資産額 (円) 3,441.29 3,546.60 3,655.37 3,740.14 3,845.78

１株当たり
当期純利益金額

(円) 157.62 155.20 159.17 134.54 155.63

潜在株式調整後１株
当たり当期純利益金額

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 57.3 56.2 54.5 55.0 58.3

自己資本利益率 (％) 4.70 4.44 4.42 3.64 4.10

株価収益率 (倍) ― ― ― ― ―

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 4,435 2,446 5,556 5,473 4,712

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △6,580 △5,403 △2,751 △8,113 △1,020

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 962 1,735 △1,474 3,273 △4,204

現金及び現金同等物の
期末残高

(百万円) 4,082 2,860 4,191 4,825 4,312

従業員数
 

(人) 125 127 128 126 118
 

(注) １　潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　　 ２　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を第57期連結会計年度の期首か

ら適用しており、第57期連結会計年度以降に係る主要な経営指標等については、当該会計基準等を適用した

後の指標等となっております。

３　第57期連結会計年度の期首より、売上高の計上基準を変更しており、第56期連結会計年度にかかる主要な経

営指標等については、当該計上基準等を遡って適用した後の指標等となっております。
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(2) 提出会社の経営指標等

 

回次 第56期 第57期 第58期 第59期 第60期

決算年月 2021年３月 2022年３月 2023年３月 2024年３月 2025年３月

売上高 (百万円) 10,720 10,779 11,301 11,169 11,377

経常利益 (百万円) 2,689 2,627 2,779 2,354 2,660

当期純利益 (百万円) 1,847 1,813 1,915 1,635 1,858

資本金 (百万円) 12,230 12,230 12,230 12,230 12,230

発行済株式総数 (千株) 12,230 12,230 12,230 12,230 12,230

純資産額 (百万円) 41,256 42,457 43,761 44,786 46,033

総資産額 (百万円) 72,241 75,565 80,811 81,975 79,429

１株当たり純資産額 (円) 3,373.35 3,471.60 3,578.23 3,661.98 3,763.97

１株当たり配当額
(内１株当たり
中間配当額)

(円)
50 50 50 50 50

(―) (―) (―) (―) (―)

１株当たり
当期純利益金額

(円) 151.04 148.25 156.62 133.75 151.99

潜在株式調整後１株
当たり当期純利益金額

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 57.1 56.2 54.2 54.6 58.0

自己資本利益率 (％) 4.59 4.33 4.44 3.69 4.09

株価収益率 (倍) ― ― ― ― ―

配当性向 (％) 33.10 33.73 31.92 37.38 32.90

従業員数 (人) 70 72 81 82 79
 

(注) １　潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を第57期事業年度の期首から適

用しており、第57期事業年度以降に係る主要な経営指標等については、当該会計基準等を適用した後の指標

等となっております。

３　第57期事業年度の期首より、売上高の計上基準を変更しており、第56期事業年度にかかる主要な経営指標等

については、当該計上基準等を遡って適用した後の指標等となっております。

 

(最近５年間の株主総利回りの推移)

当社株式は非上場でありますので、該当事項はありません。

 
(最近５年間の事業年度別最高・最低株価)

当社株式は非上場でありますので、該当事項はありません。
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２ 【沿革】

1965年７月 日本自動車ターミナル株式会社(資本金３億３百万円)設立

日本自動車ターミナル株式会社法(昭和40年法律第75号)に基づき設立、旧会社東京トラックター

ミナル株式会社(1964年12月設立)の営業の全部(２億５千３百万円)を譲受ける。

1968年６月 京浜トラックターミナル(荷扱場等)供用開始　敷地面積　222,887㎡　390バース

1970年10月 板橋トラックターミナル(荷扱場等)供用開始　敷地面積　115,828㎡　320バース

1977年４月 足立トラックターミナル(荷扱場等)供用開始　敷地面積　113,328㎡　320バース

1983年４月 葛西トラックターミナル(荷扱場等)供用開始　敷地面積　184,976㎡　432バース

1985年６月 日本自動車ターミナル株式会社法を廃止する法律(昭和60年法律第26号)により民営移行、政府出

資分(57億７千９百万円)減資消却に伴い資本金112億３千万円となる。

1987年９月 京浜運河平和島隅角部埋立て工事完成　面積19,181㎡

京浜トラックターミナル敷地面積　計　242,068㎡

1987年10月 葛西トラックターミナルJMT葛西C棟供用開始　21バース

1987年11月 民間出資による増資(10億円)資本金122億３千万円となる。

1989年12月 葛西トラックターミナルJMT葛西B棟供用開始　７バース

1990年12月 株式会社ターミナルサービス(資本金２千万円)設立(現　連結子会社)

1992年９月 京浜トラックターミナルJMT京浜E棟供用開始

1996年３月 葛西トラックターミナルJMT葛西D棟供用開始

1998年11月 京浜トラックターミナル新管理棟供用開始

2003年７月 板橋トラックターミナル新管理棟供用開始

2004年４月 京浜トラックターミナル新荷扱場１号棟供用開始　39バース

2006年５月 京浜トラックターミナルJMT京浜A棟供用開始　34バース

2007年４月 足立トラックターミナル新管理棟供用開始

2008年９月 京浜トラックターミナルJMT京浜B棟供用開始　39バース

2010年11月 京浜トラックターミナル新荷扱場６号棟供用開始　39バース

2015年７月 京浜トラックターミナルJMT京浜C棟供用開始　36バース

2018年１月 株式会社ターミナルサービスが彌生ヂーゼル工業株式会社(現　連結子会社)の全株式を取得

2018年８月 京浜トラックターミナルJMT京浜ダイナベース供用開始

2020年３月 足立トラックターミナルJMT足立A棟供用開始

2021年９月 葛西トラックターミナルJMT葛西A棟供用開始

2023年５月 板橋トラックターミナルJMT板橋新１・２・５・６号棟供用開始　116バース

2025年３月31日現在バース数
 

京浜トラックターミナル 382バース  
板橋トラックターミナル 276バース  
足立トラックターミナル 320バース  
葛西トラックターミナル 357バース  

計 1,335バース  
 

 

EDINET提出書類

日本自動車ターミナル株式会社(E04343)

有価証券報告書

 4/78



 

３ 【事業の内容】

当社グループ(当社及び当社の関係会社)は、当社と子会社２社により構成されております。当社グループは、物流

の合理化、道路交通の円滑化及び都市機能の向上に資するため、物流拠点として東京23区内に４箇所のトラックター

ミナルを整備、運営することを主たる事業としております。

当社グループの事業内容及び当社と関係会社の当該事業に係る位置付けは次のとおりであります。

なお、当社グループのセグメントは、トラックターミナル賃貸等部門とトラックターミナル附帯部門からなるト

ラックターミナル事業の単一セグメントでありますが、セグメントに関連づけて記載する項目は、この部門区分によ

り記載しております。

 

(1) トラックターミナル賃貸等部門

貨物の荷捌きや積み替えを行う荷扱場（バース）、荷物の一時保管、管理、流通加工を行う配送センター、大型

トラック用の駐車場や構内従業員が利用する仮眠・宿泊室等の附帯施設からなるトラックターミナルを整備し、運

送事業者や卸売事業者等に賃貸するとともに、トラックターミナルを適切に維持するため必要な管理業務を行って

おります。この部門の事業は、主として当社(日本自動車ターミナル株式会社)が行っております。

 

(2) トラックターミナル附帯部門

当社が運営するトラックターミナルでの営繕工事、植栽等の保守管理、飲料品や防災用品等の販売及び自動車整

備等を行っております。この部門の事業は、主として当社の連結子会社(株式会社ターミナルサービス等)が行って

おります。

 

［事業系統図］

以上述べた事項を事業系統図によって示すと次のとおりであります。
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４ 【関係会社の状況】

(1) 連結子会社

 

名称 住所
資本金
(百万円)

主要な事業の内容
議決権の所有
割合(％)

関係内容

株式会社ターミナルサービス
(注)１

東京都
大田区

20
トラックターミナル事業
(トラックターミナル附帯部門：
営繕工事、植栽管理等)

100
当社発注の営繕工事等を
請負っている。
役員の派遣あり。

彌生ヂーゼル工業株式会社
東京都
江戸川区

13
トラックターミナル事業
(トラックターミナル附帯部門：
自動車整備等)

100
〔100〕

当社施設を賃借してい
る。
役員の派遣あり。

 

(注) １　特定子会社であります。

２ 「議決権の所有割合」欄の〔内書〕は間接所有であります。

 

５ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

2025年３月31日現在

部門の名称 従業員数(人)

トラックターミナル賃貸等部門 79

トラックターミナル附帯部門 39

合計 118
 

(注) 当社グループは単一セグメントであり、セグメント情報を記載していないため、部門別の従業員数を記載してお

　　 ります。

 

(2) 提出会社の状況

2025年３月31日現在

従業員数(人) 平均年齢(才) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円)

79 44.2 12.8 7,812
 

(注) １　従業員数は就業人員であります。

２　従業員数には、当社から関係会社等への出向者９名は含まれておりません。

３　平均年間給与は賞与を含んでおります。

４　当社は単一セグメントであるため、セグメントごとの従業員数の記載を省略しております。

 
(3) 労働組合の状況

労働組合は結成されておりません。

なお、労使関係については、良好に推移しております。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】

文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において、当社グループが判断したものであります。

 
（１）経営方針

当社は、トラックターミナルを中心に質の高い物流施設とサービスを提供し豊かな社会の実現に貢献をするという

経営理念のもと、「魅力的な施設とサービスを提供し、物流ニーズに応える」、「ステークホルダーに支持される、

公正かつ誠実な企業経営を行う」、「多様性を尊重した活力のある組織をつくり、有為な人材を育成する」、「環境

保全、リスクマネジメントに努め、社会的責任を果たす」を経営方針として掲げております。

 
（２）経営環境

少子高齢化による生産年齢人口の減少やデジタル技術の進展、気候変動による自然災害リスクの増大、それに伴う

カーボンニュートラルへ向けた規制の強化等社会環境は大きく変わりつつあります。

物流業界においても、カーボンニュートラルへの対応の他、トラックドライバーの時間外労働の上限が設定された

ことに伴い生じる諸問題（いわゆる「2024年問題」）等の課題が顕在化しております。

一方、首都圏の大型物流施設の需要は、Eコマースの拡大やそれに伴う輸送の小口化多様化等の影響で、引き続き旺

盛であることが予想されます。

 
（３）対処すべき課題

当社は、経営環境が大きく変化する中、未来への展望と、さらなる発展のための戦略を示すべく、2032年度を最終

年度とする長期ビジョン2032「共生と創生～社会と共に生き、新たな価値を生み出す～」を策定しており、その行動

指針として、「トラックターミナルとしての機能を維持し、社会的要請に応えるエッセンシャルプラットフォームで

ありつづける」、「新たな取り組みへ積極的に挑戦し、収益性を高める」、「環境・社会・ガバナンスを意識した、

持続可能な組織体制の整備と投資を行う」の３つを掲げております。

当社グループにおいては、長期ビジョン2032に基づき、都内４箇所のトラックターミナルにおいて、引き続き、質

の高い物流施設とサービスを提供してまいります。

今後も、高度化、多様化する物流ニーズに対し、施設利用者の物流サービスの向上に貢献できる施設を提供するた

め、板橋トラックターミナル全体再開発をはじめ、トラックターミナルの再開発を行い、高機能かつ高付加価値な物

流施設の建設を戦略的に推進してまいります。

そして、保守・清掃・警備等のメンテナンス、修繕工事等を着実に実施するとともに、「働く人への応援活動」と

してトラックターミナル利用者向けの福利厚生施設の充実等、施設の付加価値向上に取り組み、より良質なサービス

を提供してまいります。

また、災害に強いトラックターミナルを目指し、４箇所のトラックターミナル全てに72時間利用可能な非常用自家

発電設備を設置する等の対策を実施してまいりました。今後も、様々な災害におけるトラックターミナルの被害を想

定し、必要な対策を計画的に行い、定期的な防災・BCM訓練を行う等、危機管理対策の強化に努めてまいります。

さらには、コンプライアンス体制を整備し、環境配慮型の事業運営やコーポレートガバナンスの強化等サステナビ

リティの推進に取り組むことで持続可能な社会を支えてまいります。
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２ 【サステナビリティに関する考え方及び取組】

当社グループのサステナビリティに関する考え方及び取組は、次のとおりであります。

なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。

 
（1）サステナビリティ全般

当社は、トラックターミナルの整備運営を通じて、物流の合理化、道路交通の円滑化、都市機能の向上を行うこと

を目的に1965年に設立され、今日までトラックターミナル施設を運送事業者に提供することにより、物流の効率化を

実現することで温室効果ガスの排出量抑制といった環境負荷の低減に寄与してまいりました。

また、当社のトラックターミナルは、大規模災害時に緊急物資の輸送拠点となる東京都の「広域輸送基地」に指

定、国土交通省の「民間物資拠点」にリストアップされており、首都東京のサステナビリティに貢献しております。

長期ビジョン2032では、「環境対策を中心に、多様な課題にグループ全体で真摯に向き合い、持続可能な社会を包

括的に支えていく」ことを基本姿勢とし、「企業倫理」を守り「社会課題」に貢献しつつ「環境問題」に寄与するこ

とを目指しており、気候変動リスクへの対応を行っております。

当連結会計年度においては、さらに体系的なサステナビリティ対応を目指すため、「トラックターミナルならでは

の環境保全への貢献」や「社会・地域との共生」等を重点項目とするサステナビリティ方針を策定いたしました。今

後、KPIの設定等を検討してまいります。

 
イ ガバナンス

当社では、代表取締役社長を委員長とするリスクマネジメント委員会と常務取締役を総括責任者とする環境対策委

員会を設置するとともに、事業継続やリスクマネジメント、環境保全活動等のサステナビリティ活動全般を推進する

部署としてCSR推進室を設置しております。

また、リスクマネジメント委員会の下にリスク管理部会、環境対策委員会の下に環境推進ワーキンググループを設

置し、当社グループ全体で気候変動をはじめとする総合的なリスクマネジメントに取り組んでおります。

 
ロ 戦略

気候変動をはじめとする地球環境をめぐる様々な問題が年々深刻になり、環境問題への取り組みの重要性が高まる

中で、当社グループは物流業界においても環境への配慮や気候変動への対応は欠かせないと認識しております。

当社のトラックターミナルは、都市間輸送や都市内集配送の拠点となることで、都区内に分散している物流施設を

集約するという機能を通じ、温室効果ガスの排出量の低減に寄与しております。

さらに当社グループでは、省エネルギーや環境負荷の少ない資機材を使用し、環境性能を高めた施設の建設や、太

陽光発電設備の導入推進等、環境に配慮したトラックターミナルの整備・運営を進めております。

板橋トラックターミナルにおいて建設を進めてきたJMT板橋新３・４・７号棟では建設廃棄物の発生抑制や再利用と

いった環境保全に配慮した取り組みを実施したほか、京浜トラックターミナルにおいては、給油所運営事業者によっ

て水素ステーションが開設されました。

また、当社グループの事業活動に影響を与えると想定される気候変動に関連するリスクを特定し、リスク軽減の対

策や戦略を検討しております。

リスク軽減対策の一つとして、当社では水害等のBCP（事業継続計画）を策定した上で、日頃から防災訓練を実施

し、様々なリスクに的確に対処できるよう努めております。

 

ハ リスク管理　　

リスクマネジメント委員会において、気候変動をはじめとした当社グループのリスクマネジメントを統括・管理・

推進しております。同委員会は、当社グループにおける重要なリスクについて速やかに検討する体制となっておりま

す。

気候変動に関連するリスクについては、当社グループの事業継続に大きな影響を及ぼす可能性のあるリスク要因で

あることから、リスクマネジメント委員会と環境対策委員会は緊密に連携して対応しております。

 

ニ 指標と目標

温室効果ガスの排出を抑制するためには、トラックターミナルより排出される温室効果ガスの量を算定・把握する

必要があることから、当社グループは、都内４箇所のトラックターミナルの二酸化炭素等の温室効果ガス排出量に関

するデータを収集し、その推移を分析しております。

なお、2025年４月より、当社グループが運営する４箇所すべてのトラックターミナルにおいて、実質再生可能エネ
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ルギー由来電力への切り替えを実施し、温室効果ガス排出量削減への取り組みを加速しております。

 
 
（2）人的資本

イ 戦略

　人権方針

 当社グループでは、人権に対する国内外の動向や当社グループを取り巻く環境の変化を踏まえ、人権尊重に対する企

業の責任を果たすため、「JMTグループ人権方針」を策定いたしました。

 
　人材育成方針

長期ビジョン2032において、企業価値を持続的に高めていくため、「組織による育成」と「個人の自主的成長」を

掲げております。

「組織による育成」については、当社グループの事業をあらゆる方面から理解し、多様な価値観を持つ幹部候補生

を育成するために、個人の特性を見ながらジョブローテーションを通じてゼネラリストからスペシャリストへと着実

に成長できる環境整備を推進しております。

「個人の自主的成長」については、自らがキャリアビジョンを描き、なりたい自分を実現させるための環境を整備

すると共に、上司や同僚のサポート等従業員同士がその実現に向けて支え合い、後押しする環境を整備しておりま

す。

「組織による育成」、「個人の自主的成長」として具体的には、資格取得を励行し、会社全体のスキルアップを促

進する資格取得支援制度の活用や、自主的にキャリアを構築し、自ら課題を設定して挑戦する人材を育成するための

キャリア研修等を実施しております。

 
　社内環境整備

当社グループが長期ビジョン2032において掲げる「社会と共に生き、新たな価値を生み出す」という想いを、年

齢、性別、人種や国籍、障がいの有無、性的指向、宗教や信条、価値観等にかかわらず、当社グループ全員で共に叶

えるため、限定的週４日勤務や時差出勤制度、時間単位年休制度の導入、法定以上にサポートする育児・介護休業制

度等働き方の多様性を広げる就業環境整備を推進しております。

 
ロ 指標と目標

当社における「人材育成方針」と「社内環境整備」に関する指標と目標ならびに実績は、次の通りであります。

「人材育成方針」

指標 2024年３月期実績 2025年３月期実績 目標

キャリア研修受講率 96％ 95％ 現状の数値を維持

宅地建物取引士資格取得率 28％ 30％ 2028年3月までに100％
 

 
「社内環境整備」

指標 2024年３月期実績 2025年３月期実績 目標

時差出勤制度活用率 89％ 97％ 活用者がいること

限定的週４日勤務活用率 43％ 56％ 活用者がいること

時間単位年休活用率 ― 74％ 活用者がいること
 

 
実績ならびに目標は、提出会社単体で記載しております。
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３ 【事業等のリスク】

有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、経営者が連結会社の財政状態、経営成

績及びキャッシュ・フローの状況に重要な影響を与える可能性があると認識している主要なリスクは、以下のとおり

であります。

なお、当社グループでは、リスクの発生及びリスクが発生した場合の損失の最小化を図るためにリスク管理規定を

制定し、当該規定に基づきリスクマネジメント委員会を設置し、各種のリスクについての対策、検討、審議等を行っ

ております。

文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において、当社グループが判断したものであります。

 

（１）気候変動および自然災害等

近年の平均気温の上昇等の気候変動は、大型台風や線状降水帯の頻発をはじめとした異常気象の発生リスクを高

めるといわれており、当社施設がその被害を受ける場合は当社グループの業績や財政状態に影響を及ぼす可能性が

あります。また、当社グループやトラックターミナル利用者によるカーボンニュートラルへの取り組みに係る投資

や費用の増加が当社グループの業績や財政状態に影響を及ぼす可能性もあります。

当社グループにおきましては、環境に配慮したトラックターミナルの整備・運営を通じ、トラックターミナル利

用者の業務効率化に寄与し、温室効果ガスの排出量削減等環境負荷の低減に努めてまいります。

また、首都圏の直下型地震や火山の噴火、感染症のパンデミック等の自然災害等が発生した場合には、当社グ

ループの業績や財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

当社グループでは、４箇所のトラックターミナル全てに72時間利用可能な非常用自家発電設備を設置し、免震構

造の高機能型物流施設を整備しているほか、直下型地震や風水害、噴火等の自然災害やパンデミックに対応したBCP

（事業継続計画）を整備し、定期的な訓練を実施する等の対策を講じております。そのため、当社グループのト

ラックターミナルは、東京都の「広域輸送基地」に指定、国土交通省の「民間物資拠点」にリストアップされてお

り、大規模災害時には緊急物資の輸送拠点となります。

 
(２) 利用者ニーズの変化等

当社グループが行っているトラックターミナル事業は、初期投資に多額の資金を要する特徴を有している一方、

投資効率が高くないため、投下資本の回収に長期間を要する特徴を有しています。他方、今後、自動車の無人運転

やカーボンニュートラルへの対応等輸送モードの技術革新が急速に進むことにより、施設の陳腐化が投下資本の回

収より早く到来し、当社の業績や財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

また、首都圏の人口が減少すること等により、トラックターミナル事業への需要が想定より減少した場合には投

下資本の回収がされず、当社の業績や財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

そのため、当社グループでは、利用者と長期間の定期賃貸借契約を締結すること等により解約リスクの軽減に努

めるとともに、高度化多様化する利用者の物流ニーズや技術革新の動向等の情報収集を行い、施設の陳腐化等に対

するリスクの回避に努めてまいります。

 

(３) 特有の法的規制について

当社グループが行っているトラックターミナル事業は、自動車ターミナル法や流通業務市街地の整備に関する法

律等の法令の適用を受けております。したがって、当社グループの業績や財政状態は、これらの法令の改正等によ

り影響を受ける可能性があります。

当社グループでは、関係する行政機関等と情報交換の場を設けること等で情報収集を行い、リスクの回避に引き

続き努めてまいります。

 
(４) コンプライアンスについて

当社グループは、関係法令を遵守して事業を行っておりますが、関係法令に反する行為が発生した場合には、社

会的信用の低下等により、当社グループの業績や財政状態が大きな影響を受ける可能性があります。

このため、当社グループではリスクマネジメント委員会の下にコンプライアンス推進部会を設け、コンプライア

ンスマニュアルの整備やコンプライアンス研修の実施に加え、社外に複数の内部通報窓口を設置する等、コンプラ

イアンス体制を整備しております。
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４ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

 
(1) 経営成績等の状況の概要

当連結会計年度における当社グループの財政状態、経営成績及びキャッシュ・フロー(以下「経営成績等」とい

う。)の状況の概要は次のとおりであります。

イ 財政状態及び経営成績の状況

① 売上高及び営業利益

当連結会計年度の売上高は、荷扱場及び配送センターの稼働率が上昇したこと等により増収となり、前連結会

計年度に比べ187百万円増の12,074百万円(前年同期比1.6％増)となりました。売上総利益は、固定資産税等が増

加したものの修繕費や減価償却費が減少したこと等により、前連結会計年度に比べ203百万円増の4,694百万円(同

4.5％増)となりました。販売費及び一般管理費は、前連結会計年度に比べ56百万円減の1,901百万円(同2.9％減)

となりました。

この結果、当連結会計年度の営業利益は、前連結会計年度に比べ259百万円増の2,793百万円(同10.3％増)とな

りました。

② 営業外損益及び経常利益

営業外収益は、前連結会計年度に比べ63百万円増の163百万円(前年同期比63.6％増)となりました。営業外費用

は、前連結会計年度に比べ24百万円減の232百万円(同9.4％減)となりました。

この結果、当連結会計年度の経常利益は、前連結会計年度に比べ347百万円増の2,724百万円(同14.6％増)とな

りました。

③ 特別損益及び親会社株主に帰属する当期純利益

特別利益及び特別損失は、前連結会計年度、当連結会計年度ともに発生しておりません。

法人税、住民税及び事業税、法人税等調整額の合計額は前連結会計年度に比べ89百万円増の821百万円(前年同

期比12.3％増)となり、これらの結果、当連結会計年度の親会社株主に帰属する当期純利益は、前連結会計年度に

比べ257百万円増の1,903百万円(同15.7％増)となりました。１株当たり当期純利益は155.63円となり、前連結会

計年度に比べ21.09円増加しました。

④ 資産

当連結会計年度末の総資産は、前連結会計年度末に比べ2,537百万円減の80,658百万円(前年同期比3.1％減)と

なりました。

流動資産は、218百万円減の6,824百万円(同3.1％減)となりました。

固定資産は、2,319百万円減の73,834百万円 (同3.0％減)となりました。

⑤ 負債

当連結会計年度末の負債合計は、前連結会計年度末に比べ3,829百万円減の33,624百万円(前年同期比10.2％減)

となりました。

流動負債は、主に未払消費税等が減少したため、564百万円減の5,802百万円 (同8.9％減)となりました。

固定負債は、主に設備投資に係る長期借入金が減少したため、3,265百万円減の27,821百万円(同10.5％減)とな

りました。

⑥ 純資産

当連結会計年度末の純資産は、前連結会計年度末に比べ1,292百万円増の47,033百万円(前年同期比2.8％増)と

なりました。

株主資本のうち資本金は、前連結会計年度末と比べて増減はなく、12,230百万円となっております。

利益剰余金は、親会社株主に帰属する当期純利益1,903百万円の計上、剰余金の配当611百万円により前連結会

計年度末に比べ1,291百万円増の34,803百万円(同3.9％増)となりました。

 
なお、当社グループの事業は、トラックターミナル事業の単一セグメントでありますが、部門別の経営成績は

次のとおりであります。

Ⅰ トラックターミナル賃貸等部門

当部門では、高度化・多様化する物流ニーズに対応し、利用者に持続可能で良質なサービスを提供するため、

トラックターミナルの再開発を進め、施設の計画的な維持管理に努めるとともに、災害・環境保全・安全等への

各種対策をより一層強化してまいりました。当連結会計年度においては、二層式バース専用施設であるJMT板橋新

３・４・７号棟の建設を引続き進めてまいりました。
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この結果、当部門の売上高は11,315百万円(前年同期比1.9％増)、営業利益は2,738百万円(同9.6％増)となりま

した。

Ⅱ トラックターミナル附帯部門

当部門では、当社の保有する４箇所のトラックターミナルでの営繕工事や自動車整備等を通して、物流事業者

の事業運営に直結したサービスの提供を行いました。

この結果、当部門の売上高は758百万円(前年同期比2.7％減)、営業利益は55百万円(同61.3％増)となりまし

た。

 

ロ キャッシュ・フローの状況

当連結会計年度における現金及び現金同等物(以下「資金」という。)は、営業活動による資金の増加4,712百万

円、投資活動による資金の減少1,020百万円及び財務活動による資金の減少4,204百万円の結果、資金残高は前連

結会計年度末に比べ512百万円減少し、当連結会計年度末には、4,312百万円となりました。

当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであります。

① 営業活動によるキャッシュ・フロー

営業活動の結果得られた資金は4,712百万円(前年同期比13.9％減)となりました。これは主に、税金等調整前当

期純利益2,724百万円や減価償却費2,972百万円によるものであり、法人税等の支払額671百万円や未払消費税等の

減少535百万円等により、一部相殺されました。

② 投資活動によるキャッシュ・フロー

投資活動の結果使用した資金は1,020百万円(前年同期比87.4％減)となりました。これは主に、有形固定資産の

取得1,019百万円によるものであります。

③ 財務活動によるキャッシュ・フロー

財務活動の結果使用した資金は4,204百万円(前年同期は3,273百万円の獲得)となりました。これは主に、長期

借入金の返済3,387百万円や配当金の支払609百万円等によるものであります。
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ハ 施設の稼働状況及び仕入、売上の実績

① 施設の稼働状況

当連結会計年度(自　2024年４月１日　至　2025年３月31日)

 

部門の名称 事業所別
供用可能面積
(㎡)

供用面積
(㎡)

稼働率
(％)

売上高
(百万円)

トラックターミナル
賃貸等部門

京浜トラックターミナル 283,771 278,624 98.2 5,139

 
前年同期比
(％)

100.0 100.2 100.2 100.3

板橋トラックターミナル 72,580 60,064 82.8 974

 
前年同期比
(％)

96.8 105.2 108.7 107.2

足立トラックターミナル 77,674 76,004 97.8 1,360

 
前年同期比
(％)

100.0 100.1 100.1 99.6

葛西トラックターミナル 221,025 212,238 96.0 3,841

 
前年同期比
(％)

100.0 103.6 103.6 103.6
 

(注) １　当社グループは単一セグメントであり、セグメント情報を記載していないため、部門別の数値を記載してお

ります。

 

② 商品仕入実績

当連結会計年度の商品仕入実績は、次のとおりであります。

 

部門の名称 部門の内訳

当連結会計年度
(自　2024年４月１日
至　2025年３月31日)

（百万円）

前年同期比(％)

トラックターミナル
附帯部門

物品販売業 49 93.9

請負工事等 206 91.5

整備収入等 312 98.0

合計 568 95.2
 

(注) １　当社グループは単一セグメントであり、セグメント情報を記載していないため、部門別の数値を記載してお

ります。
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③ 売上実績

当連結会計年度の売上実績を部門ごとに示すと、次のとおりであります。

 

部門の名称 部門の内訳

当連結会計年度
(自　2024年４月１日
至　2025年３月31日)

（百万円）

前年同期比(％)

トラックターミナル
賃貸等部門

バースの賃貸 3,459 102.2

配送センターの賃貸 5,928 102.1

附帯施設の賃貸 1,765 101.0

施設管理業務等 161 97.8

計 11,315 101.9

トラックターミナル
附帯部門

物品販売業 150 119.2

請負工事等 62 59.3

整備収入等 544 99.5

計 758 97.3

合計 12,074 101.6
 

(注) １　部門間の取引については相殺消去しております。

２　当社グループは単一セグメントであり、セグメント情報を記載していないため、部門別の数値を記載してお

ります。

３　最近２連結会計年度の主な相手先別の売上実績及び当該売上実績の総売上実績に対する割合は次のとおりで

あります。
 

相手先

前連結会計年度
(自　2023年４月１日
至　2024年３月31日)

当連結会計年度
(自　2024年４月１日
至　2025年３月31日)

金額(百万円) 割合(％) 金額(百万円) 割合(％)

日本通運株式会社 1,808 15.2 1,754 14.5

アスクル株式会社 1,250 10.5 1,250 10.4
 

 

EDINET提出書類

日本自動車ターミナル株式会社(E04343)

有価証券報告書

14/78



 

(2) 経営者の視点による経営成績等の状況に関する分析・検討内容

経営者の視点による当社グループの経営成績等の状況に関する認識及び分析・検討内容は次のとおりでありま

す。なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において判断したものであります。

 

イ 経営成績等の状況に関する認識及び分析・検討内容

当連結会計年度における我が国経済は、好調なインバウンド需要や雇用環境の改善等を背景として、緩やかな回

復基調で推移しました。

一方で、ウクライナや中東の情勢は依然として不安定であるほか、通商政策等、米国の政策動向による影響や、

継続的な物価上昇が個人消費に及ぼす影響への懸念等、景気は先行き不透明な状況が続いております。

物流業界におきましては、国内貨物総輸送量が減少する中、燃料価格の高止まり等によるコスト増大の影響は大

きく、自動車運転業務の年間時間外労働時間の上限規制等の適用による運転従事者不足の深刻化等の諸問題（いわ

ゆる「2024年問題」）や環境対策といった課題への対応等、物流業界を取り巻く環境は厳しく、依然として予断を

許さない状況であります。

首都圏の大型物流施設に関しては、Eコマース関連の需要が底堅いこと等から、総じて需要は堅調といえますが、

供給増の影響から、地域によっては空室率が上昇しております。

かかる状況下、当社グループでは、板橋トラックターミナル全体再開発の一環として、二層式バース専用施設で

あるJMT板橋新３・４・７号棟の建設を引続き推進する等、特別積合せ貨物運送事業者の施設利便性向上に努めまし

た。当該施設は2025年７月より供用開始予定であり、2023年５月に供用を開始したJMT板橋新１・２・５・６号棟と

の一体的な運営により、トラックターミナルを利用する各社の「連携・協働の場」の創出に寄与するものでありま

す。

また、2024年４月には、京浜トラックターミナルにおいて、国内初となるトラックターミナル内の水素ステー

ションが給油所運営事業者により開設され、燃料電池トラックへの短時間での水素充填が可能となりました。

このような取り組みのもと、当連結会計年度の経営成績は、売上高12,074百万円(前年同期比1.6％増)、営業利益

2,793百万円(同10.3％増)、経常利益2,724百万円(同14.6％増)、税金等調整前当期純利益2,724百万円(同14.6％

増)、親会社株主に帰属する当期純利益は1,903百万円(同15.7％増)となりました。

当社は、高度化、多様化する物流ニーズや社会の諸要請に対応し、施設利用者の物流サービスに貢献できる施設

を提供するため、板橋トラックターミナルにおける全体再開発の計画を引続き推進するとともに、現有施設につき

ましても、より付加価値の高いサービスを提供するため、施設の維持・管理、修繕工事、老朽化対策等を着実に実

施してまいります。

今後も、施設の安定的な稼働を実現する高品質な総合保守管理、高い稼働率の維持、再開発による収益力の強化

に努めるとともに、コストの一層の合理化・最適化に努め、健全で安定した成長を図ってまいります。

 
ロ キャッシュ・フローの状況の分析・検討内容並びに資本の財源及び資金の流動性に係る情報

① キャッシュ・フローの状況の分析

当社グループの当連結会計年度のキャッシュ・フローは、「第２　事業の状況　４　経営者による財政状態、

経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析　(1)経営成績等の状況の概要　ロ　キャッシュ・フローの状況」

に記載のとおりであります。

② 資本の財源及び資金の流動性

当社グループの事業の主力であるトラックターミナル賃貸等部門は、投資に多額の資金を要する一方、投資資

金の回収に長期間を要するという特徴を有しています。そのため、当社グループの資本の財源については、長期

かつ固定、低利な金融機関等からの調達を主体としております。

資金の流動性については、事業の継続に支障を来たすことがないよう資産の満期・負債の償還スケジュールの

モニタリングを行い、適切な手元流動性の確保に努めております。

 
ハ 重要な会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

当社グループの連結財務諸表は、我が国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されて

おります。この連結財務諸表を作成するにあたって、資産、負債、収益及び費用の報告額に影響を及ぼす見積り及

び仮定を用いておりますが、これらの見積り及び仮定に基づく数値は実際の結果と異なる可能性があります。

連結財務諸表の作成にあたって用いた会計上の見積り及び仮定のうち、重要なものは「第５　経理の状況　１　

連結財務諸表等　(1)連結財務諸表　注記事項　（重要な会計上の見積り）」に記載しております。
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５ 【重要な契約等】

該当事項はありません。

 

６ 【研究開発活動】

該当事項はありません。
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第３ 【設備の状況】

 

１ 【設備投資等の概要】

当社グループは、物流の合理化、道路交通の円滑化、都市機能の向上に資するため必要な設備投資を継続的に実施

しております。当連結会計年度の設備投資の総額は643百万円であり、主に葛西トラックターミナルや京浜トラック

ターミナルにおいて照明や空調設備の改修等を行いました。

 
２ 【主要な設備の状況】

当社グループにおける主要な設備は、次のとおりであります。

(1) 提出会社

2025年３月31日現在

事業所名
(所在地)

セグメントの名称 設備の内容

帳簿価額

従業員数
(人)建物

及び構築物
(百万円)

土地
(百万円)
(面積㎡)

その他
(百万円)

合計
(百万円)

京浜トラックターミ
ナル
(東京都大田区)

トラックターミ
ナル事業

トラックターミ
ナル施設

18,407
7,339

(242,068)
788 26,535 7

板橋トラックターミ
ナル
(東京都板橋区)

トラックターミ
ナル事業

トラックターミ
ナル施設

6,266
5,712

(119,128)
2,395 14,373 7

足立トラックターミ
ナル
(東京都足立区)

トラックターミ
ナル事業

トラックターミ
ナル施設

1,650
4,470

(114,328)
257 6,378 4

葛西トラックターミ
ナル
(東京都江戸川区)

トラックターミ
ナル事業

トラックターミ
ナル施設

11,648
10,430
(184,976)

534 22,613 7

本社他
(東京都千代田区他)

トラックターミ
ナル事業

統括業務施設他 67
617

(2,338)
98 783 54

 

(注)　帳簿価額のうち「その他」は、機械装置及び運搬具及び建設仮勘定等であります。

 

(2) 国内子会社

2025年３月31日現在

会社名
事業所名
(所在地)

セグメントの
名称

設備の内容

帳簿価額
従業員数
(人)建物

及び構築物
(百万円)

土地
(百万円)
(面積㎡)

その他
(百万円)

合計
(百万円)

株式会社ターミ
ナルサービス

本社
(東京都
大田区)

ト ラ ッ ク
ターミナル
事業

事務所等 1
―
（―)

11 13 11

彌生ヂーゼル工
業株式会社

本社
(東京都
江戸川区)

ト ラ ッ ク
ターミナル
事業

修理機械等 0
―
(―)

23 24 28

 

(注)　帳簿価額のうち「その他」は、機械装置及び運搬具等であります。

 

(3) 在外子会社

該当事項はありません。
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３ 【設備の新設、除却等の計画】

当社グループの設備投資については、首都圏の物流施設の需要動向、既存施設の機能の維持・向上、投資効率等を

総合的に勘案して策定しております。設備計画は、原則的に連結会社各社が個別に策定しておりますが、計画策定に

当たってはグループ会社間において調整を図っております。

なお、当連結会計年度末現在における重要な設備の新設及び除却の計画は、次のとおりであります。

　

(1) 重要な設備の新設等

 

会社名
事業所名

(所在地)
セグメントの名称 設備の内容

投資予定額
資金調達

方法
着手年月

完了予定

年月総額

(百万円)

既支払額

(百万円)

提出会社

板橋

トラックターミナル

(東京都板橋区)

トラックターミナル事業
JMT板橋

新３・４・７号棟
6,127 2,195

自己資金

借入金
2024年１月

2025年４月

（注）

 

（注）当該設備の新設は、有価証券報告書提出日現在において完了しております。

 
(2) 重要な設備の除却等

　 経常的な設備の更新のための除却等を除き、重要な設備の除却等の計画はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 15,000,000

計 15,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
事業年度末現在
発行数(株)

(2025年３月31日)

提出日現在
発行数(株)

(2025年６月27日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 12,230,000 12,230,000 非上場
当社は単元株制度は採用して
おりません。

計 12,230,000 12,230,000 ― ―
 

(注)　当社の設立に際し、東京トラックターミナル株式会社(旧会社)はその営業の全部(普通株式　253千株、253百万

円)を現物出資いたしました。

 

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

② 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

③ 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 
(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

1987年11月１日
(注)

1,000,000 12,230,000 1,000 12,230 ― ―
 

(注)　新株発行による増資(有償・第三者割当)

発行価格：１株　1,000円

資本組入額：１株につき1,000円
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(5) 【所有者別状況】

2025年３月31日現在

区分
政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

合計

個人以外 個人

株主数
(人)

1 11 ― 176 ― 2 2,920 3,110

所有株式数
(株)

5,290,000 3,029,406 ― 3,808,136 ― 20 102,438 12,230,000

所有株式数
の割合(％)

43.25 24.77 ― 31.14 ― 0.00 0.84 100.00
 

 

(6) 【大株主の状況】

2025年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株)

発行済株式
(自己株式を
除く。)の
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

東京都 東京都新宿区西新宿２の８の１ 5,290,000 43.25

株式会社日本政策投資銀行 東京都千代田区大手町１の９の６ 1,980,026 16.18

日本通運株式会社 東京都千代田区神田和泉町２ 455,444 3.72

セイノーホールディングス株式会社 岐阜県大垣市田口町１ 236,967 1.93

セイノースーパーエクスプレス株式会社 東京都江東区辰巳３の10の23 227,862 1.86

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区大手町１の５の５ 210,000 1.71

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内１の４の５ 210,000 1.71

センコーグループホールディングス株式会社 東京都江東区潮見２の８の10 209,589 1.71

株式会社フジタ 東京都新宿区西新宿４の32の22 186,423 1.52

名鉄ＮＸ運輸株式会社 愛知県名古屋市東区葵２の12の８ 166,336 1.36

計 ― 9,172,647 75.00
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

2025年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

12,230,000 ―
12,230,000

単元未満株式 ― ― ―

発行済株式総数 12,230,000 ― ―

総株主の議決権 ― 12,230,000 ―
 

 

② 【自己株式等】

　　　　該当事項はありません。
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２ 【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】 該当事項はありません。
 

 

(1) 【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

 

(2) 【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

該当事項はありません。

 

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

該当事項はありません。

 

３ 【配当政策】

当社は、株主ヘの利益配当につきまして、経営の重要事項の一つと認識しております。事業の公共性に鑑み、総合

的、長期的な視点から、経営基盤の充実強化と今後の事業展開を考慮しながら、適正な配当を実施することを基本方

針としております。

当社は、剰余金の配当を年１回行うことを基本方針としております。剰余金の配当決定機関は、株主総会でありま

す。

なお、当事業年度に係る剰余金の配当は、当事業年度の業績及び今後の事業展開等を勘案し、以下のとおりといた

しました。

 

決議年月日 配当金の総額(百万円) １株当たり配当額(円)

2025年６月27日
611 50

定時株主総会決議
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４ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】

(1) 【コーポレート・ガバナンスの概要】

当社が行っているトラックターミナル事業は物流の合理化、道路交通の円滑化等を目的とする極めて公共性の高

い事業であり、この事業目的の実現のためには、施設の効率的な整備運用、環境の整備及び安全性の確保を図るこ

とが必要であります。これを踏まえ、当社は、法令遵守の徹底、企業倫理の確立及び適切な情報開示による業務運

営の適正化を推進することを基本認識としております。

 

①　会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況

イ　会社の機関の基本説明

取締役会

当社は、取締役会において法令、定款及び社会規範を遵守し、経営に関する重要事項等について審議を行い

決議しております。当社の取締役会は、社外取締役１名を含む取締役７名（有価証券報告書提出日現在）にて

構成されており、当事業年度においては取締役会を６回開催（全取締役及び全監査役は全てに出席）しており

ます。各取締役の担当業務につき、進捗状況並びに部門の問題点及び課題について報告、協議し、取締役間の

意思疎通を図るとともに相互の業務執行状況を監督しております。取締役会は、定期的な取締役会のほか、必

要に応じ随時開催しております。取締役会における具体的な検討内容は、中期経営計画及び単年度事業計画等

の経営計画の決定、重要な設備投資及び資金調達、計算書類及び事業報告の承認、株主総会の招集及び付議す

る議案、各業務執行取締役による業務執行状況の報告等であります。

監査役会

当社は、監査役会設置会社であり、社外監査役２名を含む監査役３名（有価証券報告書提出日現在)にて構成

されており、監査役は、監査役会を随時開催するとともに、取締役会に出席して必要に応じて意見を述べるほ

か、業務運営の基幹会議である常務会及び業務連絡会にも出席し経営上の全ての重要情報を把握することによ

り取締役の職務執行についての監査及び法令遵守に対する内部管理の状況についての協議等を行っておりま

す。

また、監査役は監査法人に対して随時報告を求める等の連携を図っております。

常務会

基本的業務執行方針及び計画並びに業務の実施等に関わる重要事項の協議を行う機関として、社内取締役に

て構成されており、原則毎月の開催のほか、必要に応じ随時開催しております。

部長会

業務の円滑な遂行に資するため、部署間の意見の調整並びに連携を図る機関として、部長・ゼネラルマネー

ジャー以上の従業員にて構成されており、原則毎月開催するとともに、必要に応じ機動的に開催しておりま

す。

業務連絡会

所掌事項の状況及び課題につき、報告、審議並びに相互の内部牽制を行う機関とし、社内取締役及び課長・

マネージャー以上の従業員にて構成されており、原則毎月開催しております。

なお、各機関において、必要に応じ顧問弁護士、顧問税理士等の専門家の意見を聴取しております。

ロ　内部統制システムの整備の状況

当社の内部統制システムといたしましては、社内規程により業務執行権限と責任の明確化並びに、職務分掌

を図り、業務の適正性、財務報告の正確性を確保し、各部署間の相互牽制機能を維持しております。

また、内部監査部門を設置し内部統制システムの整備運用状況等について監査しております。

ハ　コンプライアンス体制の整備の状況

取締役会は、定期的開催のほか、必要に応じ随時開催し、取締役間の意思疎通を図るとともに相互に業務執

行を監督し、法令、定款等の違反行為を未然に防止しております。

リスクマネジメント委員会の下にコンプライアンス推進部会を設置し、社内規程及びコンプライアンスマ

ニュアルを策定する等、コンプライアンス体制を整備しております。また、社内規程及びコンプライアンスマ

ニュアルにつきましては、法令等の改正に合わせ見直しを行っております。

EDINET提出書類

日本自動車ターミナル株式会社(E04343)

有価証券報告書

23/78



 

なお、役員及び使用人を対象としたコンプライアンス研修を適宜実施しております。さらに、内部通報窓口

を設置し、情報提供の受付を行っております。

ニ　リスク管理体制の整備の状況

常務会を統括機関として、リスク全般の管理を行っております。また、リスクの発生及びリスクが発生した

場合の損失の最小化を図るためにリスク管理規程を制定し、当該規程に基づき設置したリスクマネジメント委

員会等において、各種のリスクについて対策、検討、審議等を行っております。

なお、大規模災害を起因とするリスクについては大規模災害対策実施規程に基づき、情報管理に係るリスク

については情報管理規程に基づき、コンプライアンスリスクについてはコンプライアンス管理規程に基づき管

理しております。

ホ　監査役の職務執行の状況

常勤監査役は、取締役会のほか常務会、業務連絡会、リスクマネジメント委員会等重要な会議、委員会に出

席しております。また、監査役は、代表取締役社長との間の意見交換を随時行い、必要に応じて取締役又は使

用人からの報告を受けております。

ヘ　子会社の業務の適正を確保するための体制の整備の状況

子会社等管理規程に基づき、子会社の経営管理に関する重要事項について報告を受け、内部監査を実施する

等子会社の管理に取り組んでおります。

 
②　役員報酬等の額

当社の取締役及び監査役に対する報酬等の額は以下のとおりであります。

 社内 社外 計

取締役 131百万円 4百万円 136百万円

監査役 3百万円 21百万円 25百万円

計 134百万円 26百万円 161百万円
 

 

③　取締役の定数

当社の取締役は15名以内とする旨定款に定めております。

 

④　取締役の選任決議要件

当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株

主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨を定款で定めております。また、累積投票による取締役の選任

については、累積投票によらないものとする旨を定款に定めております。

 

⑤　株主総会の特別決議要件

当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる株主

の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨を定款で定めており

ます。これは株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを目

的とするものであります。

 

⑥　取締役及び監査役の責任免除

当社は、会社法第426条第１項の規定により、取締役会の決議をもって同法第423条第１項の行為に関する取締

役(取締役であった者を含む。)及び監査役(監査役であった者を含む。)の損害賠償責任を法令の限度において免

除することができる旨定款に定めております。これは、取締役及び監査役が職務を遂行するにあたり、その能力

を十分に発揮して、期待される役割を果たしうる環境を整備することを目的とするものであります。

また、会社法第427条第１項の規定により、同法第423条第１項の損害賠償責任につき、取締役（業務執行取締

役等である者を除く。）及び監査役の損害賠償責任を限定する契約を締結することができる旨定款に定めており

ます。なお、当契約に基づく損害賠償責任の限度額は法令が規定する最低責任限度額としております。これは、

取締役（業務執行取締役等である者を除く。）及び監査役が職務を遂行するにあたり、その能力を十分に発揮し

て、期待される役割を果たしうる環境を整備することを目的とするものであります。
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当社と社外取締役及び監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、会社法第423条第１項の損害賠償責任

を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償限度額は、法令が定める最低責任限度額として

おります。なお、当該契約に基づく責任限定が認められるのは、当該社外取締役及び当該監査役の責任の原因と

なった職務の遂行が善意でかつ重大な過失がないときに限られます。

 
⑦　役員等賠償責任保険契約の内容の概要

当社は、当社の役員全員を被保険者とする会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を締結

し、被保険者がその職務に起因して損害賠償請求がなされたことにより、被保険者が負担することになる損害賠

償金及び争訟費用等が補填されることとなり、被保険者の全ての保険料を当社が全額負担することとしておりま

す。ただし、法令違反であることを認識して行った行為に起因する損害等は、補填されない等の一定の免責事由

があります。
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(2) 【役員の状況】

①　役員一覧

男性９名　女性１名　（役員のうち女性の比率10％）

役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(株)

 

代表取締役

社長
黒　沼　　靖 1961年10月21日生

1987年４月 東京都入都

2012年７月 同　産業労働局金融監理部長

2014年７月 同　水道局総務部長

2017年８月 同　水道局理事

2019年７月 同　中央卸売市場長

2021年４月 同　総務局長

2021年10月 同　副知事

2024年６月 当社代表取締役社長 (現在)

(注)３ 800

代表取締役

専務
川　勝　敏　弘 1960年12月６日生

1984年４月 運輸省入省

2011年７月 国土交通省自動車局貨物課長

2012年４月 同　自動車局総務課長

2013年１月 独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構

審議役(共有船舶担当)

2013年７月 同　経営自立推進統括役(特例業務担当)

2014年４月 同　理事(総務担当)

2015年７月 国土交通省北海道運輸局長

2016年10月 東洋プロパティ株式会社顧問

2018年６月 公益社団法人全国通運連盟理事長

2023年６月 当社代表取締役専務（現在）

2023年７月 株式会社ターミナルサービス取締役

(注)３ 600

常務取締役

 
岩　本　　孝 1956年11月29日生

1990年11月 当社入社

2008年７月 同　京浜事業部長

2009年４月 同　事業本部部長兼京浜事業部長

2010年６月 株式会社ターミナルサービス取締役

2010年６月 当社取締役事業本部長

2014年６月 北陸高速道路ターミナル株式会社取締役（現

在）

2014年６月 当社常務取締役事業本部長

2023年６月 彌生ヂーゼル工業株式会社取締役

2024年４月 当社常務取締役ロジスティクスマネジメント本

部エグゼクティブゼネラルマネージャー(現在)

(注)３ 500

常務取締役 杉　本　　健 1964年４月４日生

1988年４月 日本開発銀行入行

2011年５月 株式会社日本政策投資銀行企業金融第４部次長

2012年６月 同　四国支店次長

2013年４月 同　企業金融第６部担当部長

2015年２月 同　企業金融第６部長

2015年６月 同　東海支店長

2017年６月 DBJ証券株式会社代表取締役社長

2018年６月 当社常務取締役（現在）

2018年７月 株式会社ターミナルサービス取締役

(注)３ 500

常務取締役 正　井　秀　樹 1958年３月16日生

1991年１月 当社入社

2010年４月 同　事業本部部長

2012年６月 株式会社ターミナルサービス取締役

2012年６月 東北高速道路ターミナル株式会社取締役（現

在）

2012年６月 当社取締役総務部長

2021年４月 同　取締役経営管理本部長

2021年６月 同　常務取締役経営管理本部長（現在）

2022年５月 彌生ヂーゼル工業株式会社取締役（現在）

(注)３ 500

取締役 栗　原　勝　代 1961年10月31日生

1990年10月 当社入社

2017年４月 同　総務部部長

2021年４月 同　経営管理本部経営戦略室長・経理部長・CSR

推進室長

2021年６月 株式会社ターミナルサービス取締役（現在）

2021年６月 当社取締役経営管理本部経営戦略室長・経理部

長・CSR推進室長

2022年５月 彌生ヂーゼル工業株式会社監査役

2023年４月 当社取締役経営管理本部経営戦略室長・経理部

長

2024年７月 同　取締役経営管理本部経理部長・CSR推進室長

(現在)

2025年６月 彌生ヂーゼル工業株式会社取締役（現在）

(注)３ 500
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役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(株)

取締役 兵　藤　哲　朗 1961年９月23日生

1989年４月 東京理科大学理工学部土木工学科　助手

1991年４月 東京工業大学工学部土木工学科　助手

1993年４月 東京商船大学商船学部　助教授

2003年10月 東京海洋大学海洋工学部　助教授

2007年４月 同　教授（現在）

2017年６月 当社取締役（現在）

(注)３ ―

常勤監査役 小　林　忠　雄 1964年８月20日生

1990年４月 東京都入都

2017年８月 同　総務局行政改革推進部長（自治制度改革推

進担当部長兼務）

2020年４月 同　下水道局総務部長

2021年４月 同　建設局総務部長

2022年４月 同　福祉保健局理事（新型コロナウイルス感染

症対策・ワクチン接種推進担当）

2023年７月 同　福祉局次長（保険医療局理事（福祉保健政

策連携推進担当）兼務）

2024年４月 同　監査事務局長

2025年６月 当社常勤監査役（現在）

(注)４ ―

監査役 永　山　茂　行 1948年４月30日生

1973年12月 税理士試験合格

1974年10月 公認会計士２次試験合格

1974年10月 監査法人中央会計事務所入所

1995年11月 中央監査法人代表社員

2006年10月 永山公認会計士事務所開設

2016年６月 当社監査役（現在）

(注)５ ―

監査役 鈴　野　　聰 1952年12月18日生

1998年１月 当社入社

2007年７月 同　企画室長

2009年４月 同　総務部部長

2010年６月 株式会社ターミナルサービス代表取締役専務

2012年６月 同　監査役（現在）

2012年７月 当社監査室部長

2013年４月 同　監査室参与

2017年４月 同　監査室シニアマネージャー

2018年６月 同　監査役（現在）

(注)５ 120

計 3,520
 

(注) １　取締役　兵藤哲朗は、社外取締役であります。

２　常勤監査役　小林忠雄及び監査役　永山茂行は、社外監査役であります。

３　2024年３月期に係る定時株主総会終結の時から2026年３月期に係る定時株主総会終結の時までであります。

４　2025年３月期に係る定時株主総会終結の時から2028年３月期に係る定時株主総会終結の時までであります。

５　2024年３月期に係る定時株主総会終結の時から2028年３月期に係る定時株主総会終結の時までであります。

６　当社は、2025年６月27日開催の定時株主総会において、法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に

備え、補欠監査役１名を選任しております。補欠監査役の略歴は以下のとおりであります。

なお、塚本直之は、「社外監査役」の要件を充足しております。
　

氏名 生年月日 略歴
所有株式数
(株)

塚本　直之 1956年７月19日生

2016年８月 公益財団法人東京動物園協会理事長

―2017年６月 当社常勤監査役

2019年７月 NTT都市開発株式会社特別参与
 

 

②　社外取締役及び社外監査役との関係

当社の兵藤哲朗取締役(社外取締役)は人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係はありません。

当社の小林忠雄監査役(社外監査役)及び永山茂行監査役(社外監査役)は人的関係、資本的関係又は取引関係そ

の他の利害関係はありません。

EDINET提出書類

日本自動車ターミナル株式会社(E04343)

有価証券報告書

27/78



 

(3) 【監査の状況】

①　監査役監査の状況

監査役会は、社外監査役２名を含む監査役３名にて構成されており、当事業年度においては監査役会を８回開

催（全監査役は全てに出席）しております。監査役会における具体的な検討内容は監査方針・監査計画の策定、

監査役の選任に関する同意、会計監査人の選任等に関する議案の決定、会計監査人の報酬の同意、監査報告書の

作成、各監査役の活動状況の報告等であります。

監査役は、監査役会で定めている監査の方針、職務の分担等に従い、取締役、内部監査部門その他使用人等と

意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、取締役会その他重要な会議に出席し、取

締役及び使用人等からその職務執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲

覧し、本社及び各トラックターミナルにおいて業務及び財産の状況を調査しております。また、監査役監査が効

率的、かつ、効果的に行われるよう、取締役及び内部監査部門との緊密な情報交換を実施し、さらに、会計監査

人・顧問弁護士・顧問税理士等との意思疎通を図る機会の確保等、監査役の円滑な監査活動の環境を整えており

ます。なお、監査役の職務を補助すべき使用人に関する体制につきましては、指定に際して事前に監査役の意見

を聞く等、取締役からの独立性に配慮しております。

当社は、社内の稟議書等の重要な意思決定書類についての監査役への回付及び必要な報告等、経営上の全ての

重要情報に監査役がアクセスできる体制を整えております。さらに、監査役が適時適切に情報収集を行える環境

を整えております。

また、監査役会は、会計監査人と定期的に意見交換を行い、会計情報の適正性等について常に確認できる体制

をとっております。

 
②　内部監査の状況

当社は、被監査部門から独立した内部監査部門(2025年３月31日現在の担当者２名)を設置し、各部署の業務遂

行状況等を監査し、各種法令、社内規程等を遵守した適正処理の維持を行っております。

内部監査の結果は、取締役会に直接報告はしておりませんが、代表取締役を含む常勤取締役及び被監査部門に

報告するとともに、指摘事項についてはフォローアップ監査を実施することで、内部監査の実効性を確保してお

ります。

また、監査役とは、内部監査の実施状況等の監査役会への報告及び随時の意見交換により、連携を図っており

ます。

 
③　会計監査の状況

a. 監査法人の名称

井上監査法人

 
　　 b. 継続監査期間

       1968年以降

 
c. 業務を執行した公認会計士の氏名

業務執行社員　公認会計士　吉松　博幸

業務執行社員　公認会計士　田村　　光

 
d. 監査業務に係る補助者の構成

当社の会計監査業務に係る補助者は、公認会計士１名、その他２名であります。

 
e. 監査法人の選定方針と理由

当社は、監査法人の概要、監査実施体制及び監査実績等並びに監査報酬の合理性及び妥当性を踏まえ総合的に

判断し、選定しております。

会計監査人が会社法第340条第1項各号のいずれかに該当すると認められる場合、監査役会は、監査役全員の同

意により解任いたします。
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上記の場合のほか、会計監査人の適格性、独立性が損なわれる事由の発生により、適正な監査の遂行が困難で

あると認められる場合、監査役会は、会計監査人の解任または不再任に関する議案を決定し、取締役会は、当該

決定に基づき、当該議案を株主総会に提出いたします。

 
f. 監査役及び監査役会による監査法人の評価

当社の監査役及び監査役会は、監査法人に対して評価を行っており、同法人による会計監査は、従前から適正

に行われていることを確認しております。

また、監査役会は会計監査人の再任を決議しており、その際には日本監査役協会が公表する「会計監査人の評

価及び選定基準策定に関する監査役等の実務指針」に基づき、総合的に評価しております。

 
④　監査報酬の内容等

a. 監査公認会計士等に対する報酬の内容

 

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に
基づく報酬(円)

非監査業務に
基づく報酬(円)

監査証明業務に
基づく報酬(円)

非監査業務に
基づく報酬(円)

提出会社 14,400,000 ― 14,400,000 ―

連結子会社 ― ― ― ―

計 14,400,000 ― 14,400,000 ―
 

 
b. 監査公認会計士等と同一のネットワークに対する報酬（a.を除く）

該当事項はありません。

 

c. その他の重要な監査証明業務に基づく報酬の内容

該当事項はありません。

 

d. 監査報酬の決定方針

該当事項はありませんが、監査日数等を勘案したうえで決定しております。

 

e. 監査役会が会計監査人の報酬等に同意した理由

監査役会は、会計監査人の監査計画の内容及び会計監査の職務執行状況等を確認し、会計監査人の報酬等が適

切であるか必要な検証を行ったうえで、同意の判断を行っております。

 
(4) 【役員の報酬等】

該当事項はありません。

 
(5) 【株式の保有状況】

該当事項はありません。
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第５ 【経理の状況】

 

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令第28号)に

基づいて作成しております。

 

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、当社は、特例財務諸表提出会社に該当し、財務諸表等規則第127条の規定により財務諸表を作成しており

ます。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、連結会計年度(2024年４月１日から2025年３月31日ま

で)の連結財務諸表及び事業年度(2024年４月１日から2025年３月31日まで)の財務諸表について、井上監査法人により

監査を受けております。

 

３．連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組について

当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組を行っております。具体的には、会計基準等の内容

を適切に把握し、連結財務諸表等を適正に作成できる体制を整備するため、監査法人及び各種団体が主催する研修会

等への参加並びに会計専門書の定期購読等を行っております。
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１ 【連結財務諸表等】

(1) 【連結財務諸表】

①【連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(2024年３月31日)

当連結会計年度
(2025年３月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 3,725 3,312

  受取手形及び売掛金 ※2  1,978 ※2  1,965

  有価証券 1,300 1,300

  棚卸資産 ※1  13 ※1  17

  その他 26 230

  貸倒引当金 △1 △1

  流動資産合計 7,042 6,824

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物（純額） ※5  40,259 ※5  38,042

   機械装置及び運搬具（純額） ※5  1,294 ※5  1,104

   土地 ※5  28,053 ※5  28,570

   リース資産（純額） 123 87

   建設仮勘定 2,742 2,375

   その他（純額） ※5  559 ※5  541

   有形固定資産合計 ※4  73,034 ※4  70,722

  無形固定資産 91 68

  投資その他の資産   

   投資有価証券 697 597

   繰延税金資産 1,785 1,842

   その他 547 609

   貸倒引当金 △3 △6

   投資その他の資産合計 3,027 3,042

  固定資産合計 76,153 73,834

 資産合計 83,196 80,658
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           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(2024年３月31日)

当連結会計年度
(2025年３月31日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 139 162

  1年内返済予定の長期借入金 ※5  3,387 ※5  3,246

  リース債務 22 17

  未払金 ※5  1,067 ※5  964

  未払費用 27 23

  未払法人税等 380 594

  未払消費税等 691 155

  前受金 ※3,5  549 ※3,5  527

  賞与引当金 71 89

  その他 30 21

  流動負債合計 6,367 5,802

 固定負債   

  長期借入金 ※5  21,927 ※5  18,681

  リース債務 42 30

  長期未払金 ※5  2,653 ※5  2,443

  長期預り保証金 3,531 3,659

  役員退職慰労引当金 106 124

  修繕引当金 1,910 2,023

  施設撤去引当金 205 230

  退職給付に係る負債 707 627

  固定負債合計 31,086 27,821

 負債合計 37,454 33,624

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 12,230 12,230

  利益剰余金 33,511 34,803

  株主資本合計 45,741 47,033

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 0 0

  その他の包括利益累計額合計 0 0

 純資産合計 45,741 47,033

負債純資産合計 83,196 80,658
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②【連結損益及び包括利益計算書】

           (単位：百万円)

          前連結会計年度
(自 2023年４月１日
　至 2024年３月31日)

当連結会計年度
(自 2024年４月１日
　至 2025年３月31日)

売上高 ※1  11,886 ※1  12,074

売上原価 7,395 7,379

売上総利益 4,491 4,694

販売費及び一般管理費 ※2  1,957 ※2  1,901

営業利益 2,533 2,793

営業外収益   

 受取利息及び配当金 7 9

 受取地代家賃 45 72

 保険解約返戻金 20 37

 その他 26 44

 営業外収益合計 100 163

営業外費用   

 支払利息 228 223

 固定資産除却損 17 6

 その他 11 2

 営業外費用合計 256 232

経常利益 2,376 2,724

税金等調整前当期純利益 2,376 2,724

法人税、住民税及び事業税 707 877

法人税等調整額 23 △56

法人税等合計 731 821

当期純利益 1,645 1,903

（内訳）   

親会社株主に帰属する当期純利益 1,645 1,903

非支配株主に帰属する当期純利益 - -

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 2 0

 その他の包括利益合計 ※3  2 ※3  0

包括利益 1,648 1,903

（内訳）   

 親会社株主に係る包括利益 1,648 1,903

 非支配株主に係る包括利益 - -
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③【連結株主資本等変動計算書】

 前連結会計年度(自 2023年４月１日　至 2024年３月31日)

 (単位：百万円)

 
株主資本 その他の包括利益累計額

純資産合計
資本金 利益剰余金 株主資本合計

その他有価証券評

価差額金

その他の包括利益

累計額合計

当期首残高 12,230 32,477 44,707 △2 △2 44,705

当期変動額       

剰余金の配当  △611 △611   △611

親会社株主に帰属する

当期純利益
 1,645 1,645   1,645

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
   2 2 2

当期変動額合計 ― 1,034 1,034 2 2 1,036

当期末残高 12,230 33,511 45,741 0 0 45,741
 

 

 当連結会計年度(自 2024年４月１日　至 2025年３月31日)

 (単位：百万円)

 
株主資本 その他の包括利益累計額

純資産合計
資本金 利益剰余金 株主資本合計

その他有価証券評

価差額金

その他の包括利益

累計額合計

当期首残高 12,230 33,511 45,741 0 0 45,741

当期変動額       

剰余金の配当  △611 △611   △611

親会社株主に帰属する

当期純利益
 1,903 1,903   1,903

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
   0 0 0

当期変動額合計 ― 1,291 1,291 0 0 1,292

当期末残高 12,230 34,803 47,033 0 0 47,033
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：百万円)

          前連結会計年度
(自 2023年４月１日
　至 2024年３月31日)

当連結会計年度
(自 2024年４月１日
　至 2025年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税金等調整前当期純利益 2,376 2,724

 減価償却費 3,001 2,972

 有形固定資産除却損 17 6

 投資有価証券売却損益（△は益） 8 -

 賞与引当金の増減額（△は減少） 1 18

 貸倒引当金の増減額（△は減少） △0 3

 修繕引当金の増減額（△は減少） 231 112

 施設撤去引当金の増減額（△は減少） △247 24

 退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 45 △80

 受取利息及び受取配当金 △7 △9

 支払利息 228 223

 売上債権の増減額（△は増加） 201 12

 棚卸資産の増減額（△は増加） 2 △3

 前払費用の増減額（△は増加） 44 △41

 その他の資産の増減額（△は増加） △0 △224

 仕入債務の増減額（△は減少） △61 23

 未払又は未収消費税等の増減額 607 △535

 その他の負債の増減額（△は減少） △76 373

 小計 6,371 5,600

 利息及び配当金の受取額 7 9

 利息の支払額 △219 △226

 法人税等の支払額 △685 △671

 営業活動によるキャッシュ・フロー 5,473 4,712

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 定期預金の預入による支出 △600 △300

 定期預金の払戻による収入 1,400 200

 有形固定資産の取得による支出 △10,051 △1,019

 有価証券及び投資有価証券の取得による支出 △199 -

 
有価証券及び投資有価証券の売却及び償還によ
る収入

1,391 100

 その他 △54 △0

 投資活動によるキャッシュ・フロー △8,113 △1,020

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 長期借入れによる収入 7,000 -

 長期借入金の返済による支出 △3,306 △3,387

 配当金の支払額 △609 △609

 その他 190 △207

 財務活動によるキャッシュ・フロー 3,273 △4,204

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 634 △512

現金及び現金同等物の期首残高 4,191 4,825

現金及び現金同等物の期末残高 ※  4,825 ※  4,312
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【注記事項】

(連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項)

１．連結の範囲に関する事項

連結子会社の数　2社

連結子会社の名称

株式会社ターミナルサービス

彌生ヂーゼル工業株式会社

 

２．持分法の適用に関する事項

百分の二十以上百分の五十以下の議決権を有しているにもかかわらず関連会社としなかった会社は次のとおりであ

りますが、当該会社との関係は取締役(非常勤)を派遣しているだけで資金、技術、取引等の関係はなく関連会社に該

当いたしません。

九州高速道路ターミナル株式会社

 

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。

 

４．会計方針に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

イ　有価証券

①　満期保有目的の債券

償却原価法(定額法)

②　その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの

時価法

(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定)

市場価格のない株式等

移動平均法による原価法

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ　有形固定資産(リース資産を除く)

主として定額法を採用しております。

主な耐用年数は次のとおりであります。

建物及び構築物 10～60年
 

ロ　無形固定資産(リース資産を除く)

定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間(５年)に基づく定額法を採用しており

ます。

ハ　リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。
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(3) 重要な引当金の計上基準

イ　貸倒引当金

売上債権等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

ロ　賞与引当金

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額の当連結会計年度負担額を計上しております。

ハ　役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金支払いに備えるため、当連結会計年度末において内規に基づき計算した額を計上しておりま

す。

ニ　修繕引当金

設備の定期的修繕に備えるため、過去の実績等に基づき計上しております。

ホ　施設撤去引当金

将来発生が見込まれる固定資産の撤去費用に備えるため、当連結会計年度末における撤去費用見込額を計上し

ております。

(4) 退職給付に係る会計処理の方法

退職給付に係る負債は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務の見込額に基

づき計上しております。

(5) 重要なヘッジ会計の方法　

イ　ヘッジ会計の方法

原則として繰延ヘッジ処理によっております。なお、特例処理の要件を満たしている金利スワップについて

は、特例処理によっております。

ロ　ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ会計を適用したヘッジ手段とヘッジ対象は以下のとおりであります。

ヘッジ手段…金利スワップ

ヘッジ対象…借入金

ハ　ヘッジ方針

金利変動リスクをヘッジする手段として、金利スワップ取引を行い、投機的な取引は行わない方針でありま

す。

ニ　ヘッジ有効性評価の方法

ヘッジ対象の相場変動又はキャッシュ・フロー変動の累計とヘッジ手段の相場変動又はキャッシュ・フロー変

動の累計とを比較し、両者の変動額等を基礎にして、ヘッジ有効性を評価しております。ただし、特例処理に

よっている金利スワップについては、有効性の評価を省略しております。

(6) 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負

わない取得日から３ヵ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。
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 （重要な会計上の見積り）

１. 修繕引当金

（1）連結財務諸表に計上した金額

                            　　　　　                                     　　（百万円)　　　　　

 前連結会計年度 当連結会計年度

　修繕引当金 1,910 2,023
 

 
（2）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

当社グループは施設の塗装・防水工事等、トラックターミナルの維持に必要な設備の定期的修繕に備えるた

め、主に過去の実績等に基づいて策定した中長期工事計画に基づいて、修繕引当金を計上しております。

当該見積りは、建設コスト等の変動などによって影響を受ける可能性があり、実際に発生した金額が見積りと

異なった場合、翌連結会計年度の連結財務諸表において、財政状態と経営成績に影響を及ぼす可能性がありま

す。

 
(未適用の会計基準等)

・「リースに関する会計基準」（企業会計基準第34号　2024年９月13日）

・「リースに関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第33号　2024年９月13日）

ほか、関連する企業会計基準、企業会計基準適用指針、実務対応報告及び移管指針の改正

 
(1) 概要

国際的な会計基準と同様に、借手のすべてのリースについて資産・負債を計上する等の取扱いを定めるもの。

 
(2) 適用予定日

2028年３月期の期首より適用予定であります。

 
(3) 当該会計基準等の適用による影響

「リースに関する会計基準」等の適用による連結財務諸表に与える影響額については、現時点で評価中でありま

す。
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(連結貸借対照表関係)

※１　棚卸資産

棚卸資産の内訳は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度
(2024年３月31日)

当連結会計年度
(2025年３月31日)

商品 2百万円 2百万円

仕掛品 3 7 

原材料 7 7 

計 13 17 
 

 

※２　受取手形及び売掛金のうち、顧客との契約から生じた債権の金額は、それぞれ以下の通りであります。

 
前連結会計年度
(2024年３月31日)

当連結会計年度
(2025年３月31日)

受取手形 4百万円 0百万円

売掛金 180  191 
 

 

※３　前受金のうち、契約負債の金額は、以下のとおりであります。

 
前連結会計年度
(2024年３月31日)

当連結会計年度
(2025年３月31日)

契約負債 29百万円 29百万円
 

 

※４ 有形固定資産の減価償却累計額

 
前連結会計年度
(2024年３月31日)

当連結会計年度
(2025年３月31日)

有形固定資産の減価償却累計額 58,240百万円 61,056百万円
 

 

※５ 担保資産及び担保付債務

担保に供している資産及び担保付債務は次のとおりであります。

道路交通事業財団抵当等

担保資産

 
前連結会計年度
(2024年３月31日)

当連結会計年度
(2025年３月31日)

建物及び構築物 40,188百万円 37,981百万円

機械装置及び運搬具 1,276 1,087

土地 27,810 28,327

その他 539 516

計 69,814 67,912
 

 

担保付債務

 
前連結会計年度
(2024年３月31日)

当連結会計年度
(2025年３月31日)

１年内返済予定の長期借入金 3,332百万円 3,226百万円

未払金 189 189

前受金 400 400

長期借入金 21,827 18,601

長期未払金 2,633 2,443

計 28,383 24,860
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(連結損益及び包括利益計算書関係)

※１　顧客との契約から生じる収益

売上高については、顧客との契約から生じる収益及びそれ以外の収益を区分して記載しておりません。顧客との契

約から生じる収益の金額は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

(自 2023年４月１日
至 2024年３月31日)

当連結会計年度
(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

顧客との契約から生じる収益 945百万円 920百万円
 

 

※２　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

(自 2023年４月１日
至 2024年３月31日)

当連結会計年度
(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

給与手当 613百万円 629百万円

賃借料 220 221 

賞与引当金繰入額 57 75 

役員退職慰労引当金繰入額 25 24 

退職給付費用 73 △5 
 

 

※３　その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額

 
前連結会計年度

(自 2023年４月１日
至 2024年３月31日)

当連結会計年度
(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

その他有価証券評価差額金     

　当期発生額 0百万円 0百万円

　組替調整額 3 ― 

　　税効果調整前 3 0 

　　税効果額 △1 △0 

　　その他有価証券評価差額金 2 0 

その他の包括利益合計 2 0 
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(連結株主資本等変動計算書関係)

前連結会計年度(自　2023年４月１日　至　2024年３月31日)

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項

 
当連結会計年度期首
株式数(千株)

当連結会計年度増加
株式数(千株)

当連結会計年度減少
株式数(千株)

当連結会計年度末
株式数(千株)

発行済株式     

　普通株式 12,230 ― ― 12,230

合計 12,230 ― ― 12,230
 

 

２．配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

2023年６月27日
定時株主総会

普通株式 611 50 2023年３月31日 2023年６月28日
 

 

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

配当の原資
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

2024年６月27日
定時株主総会

普通株式 611 利益剰余金 50 2024年３月31日 2024年６月28日
 

 
当連結会計年度(自　2024年４月１日　至　2025年３月31日)

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項

 
当連結会計年度期首
株式数(千株)

当連結会計年度増加
株式数(千株)

当連結会計年度減少
株式数(千株)

当連結会計年度末
株式数(千株)

発行済株式     

　普通株式 12,230 ― ― 12,230

合計 12,230 ― ― 12,230
 

 

２．配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

2024年６月27日
定時株主総会

普通株式 611 50 2024年３月31日 2024年６月28日
 

 

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

配当の原資
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

2025年６月27日
定時株主総会

普通株式 611 利益剰余金 50 2025年３月31日 2025年６月30日
 

 

(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 

 
前連結会計年度

(自 2023年４月１日
至 2024年３月31日)

当連結会計年度
(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

現金及び預金勘定 3,725百万円 3,312百万円

預入期間が３ヵ月を超える定期預金 △100 △200

有価証券勘定 1,300 1,300

償還期間が３ヵ月を超える有価証券 △100 △100

現金及び現金同等物 4,825 4,312
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(金融商品関係)

１．金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

当社グループは、一時的な余資は安全性の高い金融資産(預金または公社債等)で運用しております。トラック

ターミナルの設備投資に係る資金の調達は銀行等金融機関からの長期借入によっております。なお、デリバティブ

は内部管理規程に従い、実需の範囲で行うこととしております。

 

(2) 金融商品の内容及びそのリスク並びに金融商品に係るリスク管理体制

有価証券及び投資有価証券は主として短期固定金利譲渡性預金及び公社債であります。当該信用リスクは、経理

規程に従い、定期的に時価や発行体の財務状況を把握し、主に格付の高い発行体の金融商品を購入しているため、

僅少であります。また、流動リスクについても、主に短期固定金利譲渡性預金を用いて資金運用することにより抑

制されております。

　長期借入金は主にトラックターミナルの設備投資に必要な資金調達を目的としたものであり、返済期間は決算日

後最長18年であります。このうち一部は変動金利の借入金であり、金利の変動リスクに晒されていますが、大部分

を固定金利で調達していること、また、金利スワップ取引を実施していることにより、金利変動による業績への影

響は限定的と考えられます。

　デリバティブ取引は、借入金に係る金利の変動リスクに対するヘッジを目的とした金利スワップ取引でありま

す。なお、ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針、ヘッジの有効性の評価方法等については、

前述の「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」の「重要なヘッジ会計の方法」に記載しております。

デリバティブ取引の執行・管理については、基本方針等を定めた内規等に基づき行っております。

 
２．金融商品の時価等に関する事項

１.金融商品の時価等に関する事項

連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

前連結会計年度(2024年３月31日)

（単位：百万円）

 
連結貸借対照表
計上額

時価 差額

(1)有価証券    

  ①満期保有目的の債券 ― ― ―

　　②その他有価証券 1,300 1,300 ―

(2)投資有価証券    

　　①満期保有目的の債券 299 298 △1

　　②その他有価証券 0 0 ―

資産計 1,600 1,598 △1

(1)長期借入金 25,315 24,894 △421

負債計 25,315 24,894 △421
 

 (*1) 「現金及び預金」については、現金であること、及び預金が短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似する

ものであることから、記載を省略しております。

 (*2) 金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されているため、

その時価は当該長期借入金の時価に含めて記載しております。

 (*3) 市場価格のない株式等は、上表には含まれておりません。当該金融商品の連結貸借対照表計上額は以下のとおり

であります。

区分 前連結会計年度（百万円）

非上場株式 397
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当連結会計年度(2025年３月31日)

（単位：百万円）

 
連結貸借対照表
計上額

時価 差額

(1)有価証券    

  ①満期保有目的の債券 100 99 △0

　　②その他有価証券 1,200 1,200 ―

(2)投資有価証券    

　　①満期保有目的の債券 199 195 △4

　　②その他有価証券 0 0 ―

資産計 1,500 1,496 △4

(1)長期借入金 21,927 20,919 △1,007

負債計 21,927 20,919 △1,007
 

 (*1) 「現金及び預金」については、現金であること、及び預金が短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似する

ものであることから、記載を省略しております。

 (*2) 金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されているため、

その時価は当該長期借入金の時価に含めて記載しております。

 (*3) 市場価格のない株式等は、上表には含まれておりません。当該金融商品の連結貸借対照表計上額は以下のとおり

であります。

区分 当連結会計年度（百万円）

非上場株式 397
 

 
(注１)満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額

前連結会計年度(2024年３月31日)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

 １年以内 １年超５年以内

(1)有価証券   

　①満期保有目的の債券 ― ―

　②その他有価証券 1,300 ―

(2)投資有価証券   

　①満期保有目的の債券 ― 299

　②その他有価証券 ― ―

合計 1,300 299
 

 

当連結会計年度(2025年３月31日)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

 １年以内 １年超５年以内

(1)有価証券   

　①満期保有目的の債券 100 ―

　②その他有価証券 1,200 ―

(2)投資有価証券   

　①満期保有目的の債券 ― 199

　②その他有価証券 ― ―

合計 1,300 199
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(注２)長期借入金の連結決算日後の返済予定額

前連結会計年度(2024年３月31日)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

 １年以内 １年超２年以内 ２年超３年以内 ３年超４年以内 ４年超５年以内 ５年超

長期借入金 3,387 3,246 3,019 2,894 2,443 10,324
 

 

当連結会計年度(2025年３月31日)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

 １年以内 １年超２年以内 ２年超３年以内 ３年超４年以内 ４年超５年以内 ５年超

長期借入金 3,246 3,019 2,894 2,443 2,375 7,948
 

 

３.金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

　金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の3つのレベルに分類

しております。

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時価の算

　　　　　　　　定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算定に係る

　　　　　　　　インプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ属す

るレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

 
(１)時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融商品

前連結会計年度(2024年３月31日)

区分
時価(百万円)

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

有価証券及び投資有価証券     

　その他有価証券     

　　株式 0 ― ― 0

　　その他 1,300 ― ― 1,300

資産計 1,300 ― ― 1,300
 

 
当連結会計年度(2025年３月31日)

区分
時価(百万円)

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

有価証券及び投資有価証券     

　その他有価証券     

　　株式 0 ― ― 0

　　その他 1,200 ― ― 1,200

資産計 1,200 ― ― 1,200
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(２)時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融商品

前連結会計年度(2024年３月31日)

区分
時価(百万円)

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

有価証券及び投資有価証券     

　満期保有目的の債券     

　　その他 298 ― ― 298

資産計 298 ― ― 298

長期借入金 ― 24,894 ― 24,894

負債計 ― 24,894 ― 24,894
 

 

当連結会計年度(2025年３月31日)

区分
時価(百万円)

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

有価証券及び投資有価証券     

　満期保有目的の債券     

　　その他 295 ― ― 295

資産計 295 ― ― 295

長期借入金 ― 20,919 ― 20,919

負債計 ― 20,919 ― 20,919
 

 

(注)時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

有価証券及び投資有価証券

国債等は相場価格を用いて評価しております。これら金融商品は活発な市場で取引されているため、その時価を

レベル１の時価に分類しております。

長期借入金

　借入契約毎に分類した当該長期借入金の元利金を同様の借入において想定される利率で割り引いた現在価値によ

り算定しており、レベル２の時価に分類しております。なお、変動金利による長期借入金は金利スワップの特例処

理の対象とされており、当該金利スワップと一体として処理された元利金の合計額を用いて算出しております。

 
(有価証券関係)

１．満期保有目的の債券

前連結会計年度(2024年３月31日)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

区分 連結貸借対照表計上額 時価 差額

時価が連結貸借対照表計上額を
超えるもの

― ― ―

時価が連結貸借対照表計上額を
超えないもの

299 298 △1

合計 299 298 △1
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当連結会計年度(2025年３月31日)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

区分 連結貸借対照表計上額 時価 差額

時価が連結貸借対照表計上額を
超えるもの

― ― ―

時価が連結貸借対照表計上額を
超えないもの

299 295 △4

合計 299 295 △4
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２．その他有価証券

前連結会計年度(2024年３月31日)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

区分 連結貸借対照表計上額 取得原価 差額

連結貸借対照表計上額が取得原価を
超えるもの

   

  株式 0 0 0

  債券 ― ― ―

  その他 ― ― ―

小計 0 0 0

連結貸借対照表計上額が取得原価を
超えないもの

   

  株式 0 0 △0

  債券 ― ― ―

  その他 1,300 1,300 ―

小計 1,300 1,300 △0

合計 1,300 1,300 0
 

 

当連結会計年度(2025年３月31日)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

区分 連結貸借対照表計上額 取得原価 差額

連結貸借対照表計上額が取得原価を
超えるもの

   

  株式 0 0 0

  債券 ― ― ―

  その他 ― ― ―

小計 0 0 0

連結貸借対照表計上額が取得原価を
超えないもの

   

  株式 0 0 △0

  債券 ― ― ―

  その他 1,200 1,200 ―

小計 1,200 1,200 △0

合計 1,200 1,200 0
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(デリバティブ取引関係)

１．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引

(1) 金利関連

前連結会計年度(2024年３月31日)　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

ヘッジ会計
の方法

デリバティブ
取引の種類等

主なヘッジ対象 契約額等
契約額等のうち
１年超

時価

金利スワップの
特例処理

金利スワップ取引
支払固定・受取変動

長期借入金 3,000 1,507 (注)
 

(注)　金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されているた

め、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。

 
当連結会計年度(2025年３月31日）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

ヘッジ会計
の方法

デリバティブ
取引の種類等

主なヘッジ対象 契約額等
契約額等のうち
１年超

時価

金利スワップの
特例処理

金利スワップ取引
支払固定・受取変動

長期借入金 3,000 1,252 (注)
 

(注)　金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されているた

め、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。

 
(退職給付関係)

１．採用している退職給付制度の概要

当社グループは、退職一時金制度を採用しており、簡便法により退職給付に係る負債及び退職給付費用を計算して

おります。また、当社及び一部の連結子会社は確定拠出制度を併用しており、一部の連結子会社は複数事業主制度に

よる企業年金基金に加入しております。複数事業主制度に係る企業年金基金制度については、自社の拠出に対応する

年金資産の額が合理的に計算できないため、確定拠出制度と同様に会計処理しております。

　

２．簡便法を適用した確定給付制度

(1) 簡便法を適用した制度の、退職給付に係る負債の期首残高と期末残高の調整表

（百万円）

 
前連結会計年度

(自 2023年４月１日
至 2024年３月31日)

当連結会計年度
(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

退職給付に係る負債の期首残高 661 707

退職給付費用 82 △14

退職給付の支払額 △36 △65

退職給付に係る負債の期末残高 707 627
 

 
(2) 退職給付債務の期末残高と連結貸借対照表に計上された退職給付に係る負債の調整表

（百万円）

 
前連結会計年度
(2024年３月31日)

当連結会計年度
(2025年３月31日)

非積立型制度の退職給付債務 707 627

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 707 627

   
退職給付に係る負債 707 627

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 707 627
 

 
(3) 退職給付費用

　簡便法で計算した退職給付費用　前連結会計年度82百万円　　当連結会計年度△14百万円

 

３．確定拠出制度

当社及び一部の連結子会社の確定拠出制度への要拠出額は、前連結会計年度13百万円、当連結会計年度14百万円

であります。

 
４．複数事業主制度
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　　確定拠出制度と同様に会計処理する、複数事業主制度の企業年金基金制度への要拠出額は、前連結会計年度0

　百万円、当連結会計年度0百万円であります。

 
（１）複数事業主制度の直近の積立状況（2024年３月31日現在）

 
前連結会計年度
(2023年３月31日)

当連結会計年度
(2024年３月31日)

年金資産の額 2,310 2,613

年金財政計算上の数理債務の額と最低責任
準備金の額との合計額

2,306 2,340

差引額 4 272
 

 
（２）複数事業主制度の掛金に占める当社グループの割合

　　　前連結会計年度　0.2％　（自 2023年４月１日　至 2024年３月31日）

　　　当連結会計年度　0.2％　（自 2024年４月１日　至 2025年３月31日）

 
（３）補足説明

上記(１)の年金資産の額及び年金財政計算上の数理債務の額と最低責任準備金の額との合計額については、連

結会計年度末の額が入手できないため、前連結会計年度においては2023年３月31日現在の額、当連結会計年度に

おいては2024年３月31日現在の額を記載しております。
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(税効果会計関係)

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

(単位：百万円)

 
前連結会計年度
(2024年３月31日)

  
当連結会計年度
(2025年３月31日)

繰延税金資産   繰延税金資産  

未払事業税 30  未払事業税 40

退職給付に係る負債 216  退職給付に係る負債 197

減価償却費 909  減価償却費 912

修繕引当金 585  修繕引当金 635

その他 137  その他 155

　繰延税金資産小計 1,878  　繰延税金資産小計 1,941

　評価性引当額 △92  　評価性引当額 △99

繰延税金資産合計 1,785  繰延税金資産合計 1,842
 

 

繰延税金負債   繰延税金負債  

その他有価証券評価差額金 △0  その他有価証券評価差額金 △0

繰延税金負債合計 △0  繰延税金負債合計 △0

繰延税金資産純額 1,785  繰延税金資産純額 1,842
 

 
２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった

　主要な項目別の内訳

法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の差異が法定実効税率の100分の５以下であるため注記

を省略しております。

 
３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

「所得税法等の一部を改正する法律（令和７年法律第13号）が2025年３月31日に国会で成立し、2026年４月１日以

後開始する連結会計年度より「防衛特別法人税」の課税が行われることになりました。

これに伴い、2026年４月１日以後開始する連結会計年度以降に解消が見込まれる一時差異等に係る繰延税金資産及

び繰延税金負債については、法定実効税率を30.6%から31.5%に変更し計算しております。

この変更により、当連結会計年度の繰延税金資産（繰延税金負債の金額を控除した金額）が45百万円増加し、法人

税等調整額が同額減少しております。
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(資産除去債務関係)

当社グループは、本社事務所の不動産賃借契約に基づき、事務所の退去時における原状回復に係る債務を有してお

りますが、当該債務に関する賃借資産の使用期間が明確ではなく、また移転計画もないことから、資産除去債務を合

理的に見積もることができません。そのため、当該債務に見合う資産除去債務を計上しておりません。

 

(賃貸等不動産関係)

当社は、東京23区内にトラックターミナル事業に供する賃貸用施設(土地を含む)を有しております。

これら賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額、当連結会計年度における増減額及び時価は、以下のとおりでありま

す。

 

前連結会計年度(自　2023年４月１日　至　2024年３月31日)

(単位：百万円)

 

連結貸借対照表計上額
当連結会計年度末

の時価当連結会計年度期首
残高

当連結会計年度

増減額

当連結会計年度末

残高

京浜トラックターミナル 29,377 △1,134 28,243 46,887

板橋トラックターミナル 9,741 2,282 12,023 16,683

足立トラックターミナル 6,756 △215 6,541 13,663

葛西トラックターミナル 23,731 △482 23,249 32,400

合　　計 69,607 450 70,057 109,633
 

(注) １　連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。

２　当連結会計年度増減額のうち、主な増加額は土地の取得2,589百万円によるものであり、主な減少額は減価

償却費2,921百万円によるものであります。

３　当期末の時価は、主として社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価書に基づく金額(当該金額を社外の不

動産鑑定士が時点修正を行った金額を含む)であります。

 
当連結会計年度(自　2024年４月１日　至　2025年３月31日)

(単位：百万円)

 

連結貸借対照表計上額
当連結会計年度末

の時価当連結会計年度期首
残高

当連結会計年度

増減額

当連結会計年度末

残高

京浜トラックターミナル 28,243 △1,101 27,142 48,528

板橋トラックターミナル 12,023 172 12,196 18,317

足立トラックターミナル 6,541 △167 6,374 15,386

葛西トラックターミナル 23,249 △806 22,442 36,300

合　　計 70,057 △1,902 68,155 118,531
 

(注) １　連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。

２　当連結会計年度増減額のうち、主な増加額は土地の取得516百万円によるものであり、主な減少額は減価償

却費2,886百万円によるものであります。

３　当期末の時価は、主として社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価書に基づく金額であります。
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また、賃貸等不動産に関する損益は、次のとおりであります。

前連結会計年度(自　2023年４月１日　至　2024年３月31日)

(単位：百万円)

 
連結損益計算書における金額

売上高 売上原価 売上総利益 その他損益

京浜トラックターミナル 5,125 3,272 1,852 27

板橋トラックターミナル 909 968 △59 16

足立トラックターミナル 1,366 748 617 0

葛西トラックターミナル 3,706 2,038 1,668 △11

合　　計 11,106 7,027 4,078 33
 

(注) １　売上高及び売上原価は、賃貸収益とこれに対応する費用(減価償却費、固定資産税、修繕費、保険料等)であ

ります。

２　その他損益は、主に受取地代家賃及び固定資産除却損であります。

 

当連結会計年度(自　2024年４月１日　至　2025年３月31日)

(単位：百万円)

 
連結損益計算書における金額

売上高 売上原価 売上総利益 その他損益

京浜トラックターミナル 5,139 3,186 1,952 53

板橋トラックターミナル 974 935 38 16

足立トラックターミナル 1,360 886 474 △1

葛西トラックターミナル 3,841 2,034 1,807 △3

合　　計 11,315 7,043 4,272 65
 

(注) １　売上高及び売上原価は、賃貸収益とこれに対応する費用(減価償却費、固定資産税、修繕費、保険料等)であ

ります。

２　その他損益は、主に受取地代家賃であります。

 

(収益認識関係)

当社グループは、トラックターミナル賃貸等部門及びトラックターミナル附帯部門からなるトラックターミナル事

業の単一セグメントであり、収益の大部分が配送センターの賃貸、バースの賃貸、附帯施設の賃貸等の施設使用料収

入であるため、収益を分解した情報の重要性が乏しいことから注記の記載を省略しております。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

当社グループは、トラックターミナル事業の単一セグメントであるため、セグメント情報に係る記載を省略し

ております。

 

【関連情報】

１．製品及びサービスごとの情報

 
前連結会計年度(自 2023年４月１日 至 2024年３月31日)

(単位：百万円）

 
トラックターミナル
賃貸等部門

トラックターミナル
附帯部門

合計

外部顧客への売上高 11,106 779 11,886
 

 
当連結会計年度(自 2024年４月１日 至 2025年３月31日)

(単位：百万円）

 
トラックターミナル
賃貸等部門

トラックターミナル
附帯部門

合計

外部顧客への売上高 11,315 758 12,074
 

 
２．地域ごとの情報

(1) 売上高

本邦以外の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。

 

(2) 有形固定資産

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

 

３．主要な顧客ごとの情報

 

前連結会計年度(自　2023年４月１日　至　2024年３月31日)

  (単位：百万円)

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

日本通運株式会社 1,808 トラックターミナル事業

アスクル株式会社 1,250 トラックターミナル事業
 

 
当連結会計年度(自　2024年４月１日　至　2025年３月31日)

  (単位：百万円)

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

日本通運株式会社 1,754 トラックターミナル事業

アスクル株式会社 1,250 トラックターミナル事業
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【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

前連結会計年度(自　2023年４月１日　至　2024年３月31日)

該当事項はありません。

 

当連結会計年度(自　2024年４月１日　至　2025年３月31日)

該当事項はありません。

 
【関連当事者情報】

１.関連当事者との取引

  (1) 連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引

　　　 連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主(会社等の場合に限る。)等

 　　   前連結会計年度(自　2023年４月１日　至　2024年３月31日)

種類 会社名 所在地

資本金

又は

出資金

(百万円)

事業の
内容

議決権等

の所有

(被所有)

割合(%）

関連当

事者と

の関係

取引

内容

取引

金額

(百万円)

科目
期末残高

(百万円)

主要株主
（法人）

㈱日本政策

投資銀行

東京都

千代田区
1,000,424 銀行業

(被所有)

直接

12.54

資金の
借入

資金の借入

資金の返済

(注１)

3,100

118

長期借入金

(注２)

2,981

担保の提供

(注３)
2,981 ― ―

利息の支払

(注１)
27 未払利息 5

 

 (注)１.市場金利を勘案して決定しております。

 　 ２.1年以内に返済する長期借入金を含めております。

　　 ３.担保の提供は、当社の借入に対して不動産の担保を差し入れているものであり、取引金額は借入債務の期末残

　　　　高であります。

 
　　　　 当連結会計年度(自　2024年４月１日　至　2025年３月31日)

種類 会社名 所在地

資本金

又は

出資金

(百万円)

事業の
内容

議決権等

の所有

(被所有)

割合(%）

関連当

事者と

の関係

取引

内容

取引

金額

(百万円)

科目
期末残高

(百万円)

主要株主
（法人）

㈱日本政策

投資銀行

東京都

千代田区
1,000,424 銀行業

(被所有)

直接

16.18

資金の
借入

資金の借入

資金の返済

(注１)

―

169

長期借入金

(注２)

2,812

担保の提供

(注３)
2,812 ― ―

利息の支払

(注１)
38 未払利息 5

 

 (注)１.市場金利を勘案して決定しております。

 　 ２.1年以内に返済する長期借入金を含めております。

　　 ３.担保の提供は、当社の借入に対して不動産の担保を差し入れているものであり、取引金額は借入債務の期末残

　　　　高であります。
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　 (2) 連結財務諸表提出会社の連結子会社と関連当事者との取引

　 重要性が低いため、記載を省略しております。

 
２.親会社又は重要な関連会社に関する注記

　 該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１株当たり純資産額並びに１株当たり当期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前連結会計年度
(2024年３月31日)

当連結会計年度
(2025年３月31日)

(1) １株当たり純資産額 3,740.14円 3,845.78円
 

 

項目
前連結会計年度

(自　2023年４月１日
至　2024年３月31日)

当連結会計年度
(自　2024年４月１日
至　2025年３月31日)

(2) １株当たり当期純利益金額 134.54円 155.63円

 (算定上の基礎)   

親会社株主に帰属する当期純利益(百万円) 1,645 1,903

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する
当期純利益(百万円)

1,645 1,903

期中平均株式数(株) 12,230,000 12,230,000
 

(注)　潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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⑤ 【連結附属明細表】

【社債明細表】

   該当事項はありません。

 
【借入金等明細表】

 

区分
当期首残高
(百万円)

当期末残高
(百万円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 ― ― ― ―

１年以内に返済予定の長期借入金 3,387 3,246 0.78 ―

１年以内に返済予定のリース債務 22 17 ― ―

１年以内に返済予定の未払金 189 189 0.70 ―

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く。)

21,927 18,681 0.88 2026年～2043年

リース債務(１年以内に返済予定
のものを除く。)

42 30 ― 2026年～2030年

長期未払金 2,633 2,443 0.69 2037年～2040年

その他有利子負債 ― ― ― ―

合計 28,203 24,608 ― ―
 

(注) １　「平均利率」については、借入金等の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。

なお、リース債務については、リース料総額に含まれる利息相当額を控除する前の金額でリース債務を連結

貸借対照表に計上しているため、「平均利率」を記載しておりません。

２　長期借入金、リース債務及び長期未払金(１年以内に返済予定のものを除く。)の連結決算日後５年間の返済

予定額は以下のとおりであります。
 

 
１年超２年以内
(百万円)

２年超３年以内
(百万円)

３年超４年以内
(百万円)

４年超５年以内
(百万円)

長期借入金 3,019 2,894 2,443 2,375

リース債務 15 10 4 0

長期未払金 189 189 189 189
 

 
【資産除去債務明細表】

該当事項はありません。

 

(2) 【その他】

該当事項はありません。
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２ 【財務諸表等】

(1) 【財務諸表】

①【貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前事業年度

(2024年３月31日)
当事業年度

(2025年３月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 3,128 2,624

  売掛金 1,810 1,788

  有価証券 1,200 1,200

  前払費用 19 60

  未収入金 ※2  10 ※2  156

  その他 0 0

  貸倒引当金 △1 △1

  流動資産合計 6,167 5,829

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物 ※1  38,044 ※1  36,037

   構築物 ※1  2,211 ※1  2,002

   機械及び装置 ※1  1,281 ※1  1,090

   車両運搬具 0 0

   工具、器具及び備品 ※1  550 ※1  526

   土地 ※1  28,053 ※1  28,570

   リース資産 113 80

   建設仮勘定 2,742 2,375

   有形固定資産合計 72,997 70,684

  無形固定資産   

   ソフトウエア 70 47

   電話加入権 5 5

   施設利用権 4 4

   その他 9 9

   無形固定資産合計 90 66

  投資その他の資産   

   投資有価証券 397 397

   関係会社株式 20 20

   繰延税金資産 1,778 1,838

   その他 527 595

   貸倒引当金 △3 △3

   投資その他の資産合計 2,720 2,848

  固定資産合計 75,808 73,599

 資産合計 81,975 79,429
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           (単位：百万円)

          
前事業年度

(2024年３月31日)
当事業年度

(2025年３月31日)

負債の部   

 流動負債   

  1年内返済予定の長期借入金 ※1  3,387 ※1  3,246

  リース債務 18 13

  未払金 ※1,2  1,065 ※1,2  999

  未払費用 22 20

  未払法人税等 371 585

  未払消費税等 684 146

  前受金 ※1  519 ※1  498

  預り金 17 10

  賞与引当金 61 80

  その他 8 8

  流動負債合計 6,157 5,609

 固定負債   

  長期借入金 ※1  21,927 ※1  18,681

  リース債務 34 25

  長期未払金 ※1  2,633 ※1  2,443

  長期預り保証金 ※2  3,544 ※2  3,672

  退職給付引当金 668 584

  役員退職慰労引当金 106 124

  修繕引当金 1,910 2,023

  施設撤去引当金 205 230

  固定負債合計 31,032 27,785

 負債合計 37,189 33,395

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 12,230 12,230

  利益剰余金   

   利益準備金 1,408 1,469

   その他利益剰余金   

    別途積立金 29,500 30,400

    繰越利益剰余金 1,647 1,933

   利益剰余金合計 32,556 33,803

  株主資本合計 44,786 46,033

 純資産合計 44,786 46,033

負債純資産合計 81,975 79,429
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②【損益計算書】

           (単位：百万円)

          前事業年度
(自 2023年４月１日
　至 2024年３月31日)

当事業年度
(自 2024年４月１日
　至 2025年３月31日)

売上高 ※2  11,169 ※2  11,377

売上原価 ※2  7,027 ※2  7,043

売上総利益 4,141 4,334

販売費及び一般管理費 ※1,2  1,642 ※1,2  1,596

営業利益 2,499 2,738

営業外収益   

 受取利息及び配当金 6 8

 雑収入 ※2  95 148

 営業外収益合計 101 156

営業外費用   

 支払利息 228 223

 雑支出 18 ※2  10

 営業外費用合計 246 234

経常利益 2,354 2,660

税引前当期純利益 2,354 2,660

法人税、住民税及び事業税 692 861

法人税等調整額 26 △59

法人税等合計 718 801

当期純利益 1,635 1,858
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【売上原価明細書】

 

 
前事業年度

(自　2023年４月１日
至　2024年３月31日)

当事業年度
(自　2024年４月１日
至　2025年３月31日)

区分 金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

１．人件費 280  4.0 265  3.8

２．経費 6,746  96.0 6,778  96.2

(租税公課) (1,793)   (1,896)   

(修繕費) (440)   (394)   

(減価償却費) (2,922)   (2,886)   

(その他) (1,590)   (1,599)   

合計  7,027 100.0  7,043 100.0
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③【株主資本等変動計算書】

 前事業年度(自 2023年４月１日　至 2024年３月31日)

 (単位：百万円)

 

株主資本

純資産合計
資本金

利益剰余金

株主資本合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金合計

別途積立金 繰越利益剰余金

当期首残高 12,230 1,347 28,200 1,984 31,531 43,761 43,761

当期変動額        

剰余金の配当  61  △672 △611 △611 △611

別途積立金の積立   1,300 △1,300 ― ― ―

当期純利益    1,635 1,635 1,635 1,635

当期変動額合計 ― 61 1,300 △336 1,024 1,024 1,024

当期末残高 12,230 1,408 29,500 1,647 32,556 44,786 44,786
 

 

 当事業年度(自 2024年４月１日　至 2025年３月31日)

 (単位：百万円)

 

株主資本

純資産合計
資本金

利益剰余金

株主資本合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金合計

別途積立金 繰越利益剰余金

当期首残高 12,230 1,408 29,500 1,647 32,556 44,786 44,786

当期変動額        

剰余金の配当  61  △672 △611 △611 △611

別途積立金の積立   900 △900 ― ― ―

当期純利益    1,858 1,858 1,858 1,858

当期変動額合計 ― 61 900 286 1,247 1,247 1,247

当期末残高 12,230 1,469 30,400 1,933 33,803 46,033 46,033
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【注記事項】

(重要な会計方針)

１．有価証券の評価基準及び評価方法

(1) 満期保有目的の債券

償却原価法(定額法)

(2) 子会社株式

移動平均法による原価法

(3) その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの

時価法(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定)

市場価格のない株式等

移動平均法による原価法

 
２．固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産(リース資産を除く)

定額法を採用しております。

(2) 無形固定資産(リース資産を除く)

定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間(５年)に基づく定額法を採用しておりま

す。

(3) リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

 
３．引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

売上債権等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

(2) 賞与引当金

従業員に対する賞与の支払いに備えるため、支給見込額の当事業年度負担額を計上しております。

(3) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき計上しております。

(4) 役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金支払いに備えるため、当事業年度末において、内規に基づき計算した額を計上しております。

(5) 修繕引当金

設備の定期的修繕に備えるため、過去の実績等に基づき計上しております。

(6) 施設撤去引当金

将来発生が見込まれる固定資産の撤去費用に備えるため、当事業年度末における撤去費用見込額を計上しており

ます。

 
４．ヘッジ会計の処理

原則として繰延ヘッジ処理によっております。なお、特例処理の要件を満たしている金利スワップについては特

例処理によっております。
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 （重要な会計上の見積り）

１. 修繕引当金

連結財務諸表「注記事項（重要な会計上の見積り）」の１で記載した内容と同一であります。

 
(貸借対照表関係)

※１ 担保資産及び担保付債務

担保に供している資産及び担保付債務は次のとおりであります。

道路交通事業財団抵当等

担保資産

 
前事業年度

(2024年３月31日)
当事業年度

(2025年３月31日)

建物 37,976百万円 35,979百万円

構築物 2,211 2,002

機械及び装置 1,276 1,087

工具、器具及び備品 539 516

土地 27,810 28,327

計 69,814 67,912
 

 

担保付債務

 
前事業年度

(2024年３月31日)
当事業年度

(2025年３月31日)

１年内返済予定の長期借入金 3,332百万円 3,226百万円

未払金 189 189

前受金 400 400

長期借入金 21,827 18,601

長期未払金 2,633 2,443

計 28,383 24,860
 

 

※２　関係会社に対する資産及び負債

区分表示されたもの以外で関係会社に対する金銭債権又は金銭債務の金額は、次のとおりであります。

 
前事業年度

(2024年３月31日)
当事業年度

(2025年３月31日)

短期金銭債権 8百万円 3百万円

短期金銭債務 3 39

長期金銭債務 14 13
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(損益計算書関係)

※１ 販売費及び一般管理費は全て一般管理費であり、そのうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

 
前事業年度

(自 2023年４月１日
至 2024年３月31日)

当事業年度
(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

給料及び手当 474百万円 495百万円

賞与引当金繰入額 45 61 

退職給付引当金繰入額 53 △21 

役員退職慰労引当金繰入額 25 24 

賃借料 188 188 

減価償却費 67 68 
 

 

※２ 関係会社との営業取引及び営業取引以外の取引の取引高の総額は、次のとおりであります。

 
前事業年度

(自 2023年４月１日
至 2024年３月31日)

当事業年度
(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

営業取引(売上高) 79百万円 78百万円

営業取引(仕入高) 259 262

営業取引(販売費及び一般管理費) 55 50

営業取引以外の取引 5 3
 

 
(有価証券関係)

前事業年度(2024年３月31日)

子会社株式は、市場価格のない株式等のため、子会社株式の時価を記載しておりません。また、当社は関連会社

株式を保有しておりません。

なお、市場価格のない株式等の子会社株式の貸借対照表計上額は次のとおりです。

  

区分
前事業年度
（百万円）

子会社株式 20

計 20
 

 

当事業年度(2025年３月31日)

子会社株式は、市場価格のない株式等のため、子会社株式の時価を記載しておりません。また、当社は関連会社

株式を保有しておりません。

なお、市場価格のない株式等の子会社株式の貸借対照表計上額は次のとおりです。

  

区分
当事業年度
（百万円）

子会社株式 20

計 20
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(税効果会計関係)

１．繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

(単位：百万円)

 
前事業年度

(2024年３月31日)
  

当事業年度
(2025年３月31日)

繰延税金資産   繰延税金資産  

未払事業税 29  未払事業税 39

退職給付引当金 204  退職給付引当金 184

減価償却費 909  減価償却費 910

修繕引当金 585  修繕引当金 635

その他 124  その他 150

　繰延税金資産小計 1,853  　繰延税金資産小計 1,920

　評価性引当額 △74  　評価性引当額 △82

繰延税金資産合計 1,778  繰延税金資産合計 1,838

繰延税金資産純額 1,778  繰延税金資産純額 1,838
 

 
２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった

　主要な項目別の内訳

法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の差異が法定実効税率の100分の５以下であるため注記

を省略しております。

 
３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産の金額の修正

「所得税法等の一部を改正する法律（令和７年法律第13号）が2025年３月31日に国会で成立し、2026年４月１日以

後開始する事業年度より「防衛特別法人税」の課税が行われることになりました。

これに伴い、2026年４月１日以後開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差異等に係る繰延税金資産につい

ては、法定実効税率を30.6%から31.5%に変更し計算しております。

この変更により、当事業年度の繰延税金資産が45百万円増加し、法人税等調整額が同額減少しております。

 
(収益認識関係)

当社は、トラックターミナル賃貸等部門からなるトラックターミナル事業の単一セグメントであり、収益の大部分

が配送センターの賃貸、バースの賃貸、附帯施設の賃貸等の施設使用料収入であるため、収益を分解した情報の重要

性が乏しいことから注記の記載を省略しております。
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④ 【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

 

銘柄 株式数(株)
貸借対照表計上額
(百万円)

投資
有価証券

その他
有価証券

北陸高速道路ターミナル株式会社 163,000 163

東北高速道路ターミナル株式会社 118,000 118

九州高速道路ターミナル株式会社 116,000 116

計 397,000 397
 

 

【その他】

 

銘柄 投資口数等(口)
貸借対照表計上額
(百万円)

有価証券
その他
有価証券

みずほ信託銀行株式会社　譲渡性預金 ― 800

三井住友信託銀行株式会社　譲渡性預金 ― 400

計 ― 1,200
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【有形固定資産等明細表】

 

（単位：百万円）

区分 資産の種類 当期首残高 当期増加額 当期減少額 当期償却額 当期末残高
減価償却
累計額

有形固定資産

建物 38,044 319 2 2,323 36,037 46,146

構築物 2,211 3 3 209 2,002 10,083

機械及び装置 1,281 4 0 195 1,090 2,609

車両運搬具 0 ― ― 0 0 8

工具、器具及び備品 550 146 0 170 526 1,987

土地 28,053 516 ― ― 28,570 ―

リース資産 113 ― ― 32 80 87

建設仮勘定 2,742 204 571 ― 2,375 ―

計 72,997 1,197 577 2,932 70,684 60,923

無形固定資産

ソフトウエア 70 ― 0 22 47 ―

電話加入権 5 ― ― ― 5 ―

施設利用権 4 ― ― 0 4 ―

その他 9 ― ― 0 9 ―

計 90 ― 0 23 66 ―

 

(注) 当期増加額の主なものは、以下のとおりであります。

建物
葛西トラックターミナルC棟庫内・荷扱場事務室並びに修理工場
照明設備改修工事

90百万円

 京浜トラックターミナルB棟空調並びに照明・給湯設備改修工事 20百万円

工具、器具及び
備品

京浜トラックターミナルB棟空調並びに照明・給湯設備改修工事 60百万円

土地 JMT板橋高島平不動産 516百万円
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【引当金明細表】

 

（単位：百万円）

科目 当期首残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

貸倒引当金 4 1 1 4

賞与引当金 61 80 61 80

役員退職慰労引当金 106 24 7 124

修繕引当金 1,910 302 190 2,023

施設撤去引当金 205 24 ― 230

 

 
(2) 【主な資産及び負債の内容】

連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。

 

(3) 【その他】

該当事項はありません。
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

 

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

株券の種類 株券不発行制度導入（2020年６月26日定時株主総会決議）

剰余金の配当の基準日 ３月31日

１単元の株式数 ―

株式の名義書換え  

　　取扱場所
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　証券代行部

　　株主名簿管理人
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

　　取次所 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　全国各支店

　　名義書換手数料 無料

　　新券交付手数料 該当事項はありません。

単元未満株式の買取り  

　　取扱場所 ―

　　株主名簿管理人 ―

　　取次所 ―

　　買取手数料 ―

公告掲載方法 官報

株主に対する特典 なし
 

(注)　会社法第440条第４項の規定により決算公告は行いません。
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第７ 【提出会社の参考情報】

 

１ 【提出会社の親会社等の情報】

該当事項はありません。

 

２ 【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。

 

(1) 有価証券報告書及びその添付書類

事業年度(第59期)(自　2023年４月１日　至　2024年３月31日)2024年６月28日関東財務局長に提出。

 

(2) 半期報告書

(第60期中)(自　2024年４月１日　至　2024年９月30日)2024年11月14日関東財務局長に提出。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書
 

2025年６月27日

日本自動車ターミナル株式会社

取締役会　御中

 
井上監査法人
　東京都千代田区

 

 

指定社員

業務執行社員
 公認会計士 吉　　松　　博　　幸  

 

 

指定社員

業務執行社員
 公認会計士 田　　村　　　　　光  

 

 

＜連結財務諸表監査＞

監査意見

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる日本自動車ターミナル株式会社の2024年４月１日から2025年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわ

ち、連結貸借対照表、連結損益及び包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書、連

結財務諸表作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明細表について監査を行った。

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、日

本自動車ターミナル株式会社及び連結子会社の2025年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年

度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準におけ

る当監査法人の責任は、「連結財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国におけ

る職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責

任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 
監査上の主要な検討事項

監査上の主要な検討事項とは、当連結会計年度の連結財務諸表の監査において、監査人が職業的専門家として特に重

要であると判断した事項である。監査上の主要な検討事項は、連結財務諸表全体に対する監査の実施過程及び監査意見

の形成において対応した事項であり、当監査法人は、当該事項に対して個別に意見を表明するものではない。
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修繕引当金の見積計上

監査上の主要な検討事項の
内容及び決定理由

監査上の対応

連結財務諸表【注記事項】(連結財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項)４会計方針に関する事項(３)

ニに記載のとおり、会社は、当連結会計年度末におい

て、設備の定期的修繕に備えるため、過去の実績等に基

づいて修繕引当金を計上している。2025年３月31日現

在、【連結貸借対照表】に計上している修繕引当金残高

は2,023百万円である。

設備の定期的修繕は都内４箇所にあるトラックターミ

ナル施設を適切に維持するために必要な管理業務であ

り、過去の実績を基礎に現在の状況を加味して合理的な

見積りを行った「中長期工事計画」に基づいて実施して

いる。この定期的修繕の見積りにあたっては不確実性を

伴い、修繕引当金の計上については経営者による判断も

重要な影響を及ぼしている。

以上より、当監査法人は設備の定期的修繕にかかる修

繕引当金の見積計上を監査上の主要な検討事項に該当す

るものと判断した。

当監査法人は、修繕引当金として計上される、過去の

実績等に基づき合理的に見積られる修繕引当金の網羅性

及び評価の妥当性を検討するにあたり、主に以下の手続

を実施した。

・設備の定期的修繕にかかる見積りの合理性や修繕引当

金の設定対象となる個別物件の網羅性を担保するための

内部統制の整備及び運用状況を評価した。

・「中長期工事計画」を閲覧して、将来の定期的修繕を

要する設備の個別物件が漏れなく引当金の設定対象と

なっていることを確かめた。また、修繕引当金の設定対

象となっている設備の個別物件について、見積りの前提

となる過去の実績等の基礎データと突合し見積りの正確

性を検討した。上記手続を実施することにより、経営者

が使用した重要な仮定の合理性を評価した。

・定期的修繕を要する設備の個別物件にかかる修繕引当

金の計上額と修繕実施後の修繕金額の実績値とを比較し

て修繕引当金の見積りの合理性を評価した。
 

 

その他の記載内容

その他の記載内容は、有価証券報告書に含まれる情報のうち、連結財務諸表及び財務諸表並びにこれらの監査報告書

以外の情報である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責

任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

当監査法人の連結財務諸表に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の

記載内容に対して意見を表明するものではない。

連結財務諸表監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内

容と連結財務諸表又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そ

のような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告

することが求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

 
連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を作成し適正

に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示するた

めに経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結財務諸表を作成することが適切であるか

どうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示

する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。

 

連結財務諸表監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結財務諸表に不正又は誤謬による重要な虚偽表

示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明

することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結財務諸表の利

用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家と

しての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

EDINET提出書類

日本自動車ターミナル株式会社(E04343)

有価証券報告書

74/78



・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続

を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切

な監査証拠を入手する。

・　連結財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評

価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及

び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として連結財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基

づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか

結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結財務諸表の注記

事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、連結財務諸

表に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証

拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠している

かどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結財務諸表の表示、構成及び内容、並びに連結財務諸表が基礎とな

る取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・　連結財務諸表に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠を

入手する。監査人は、連結財務諸表の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査

意見に対して責任を負う。

 
監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制

の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会と協議した事項のうち、当連結会計年度の連結財務諸表の監査で特に重要であると判

断した事項を監査上の主要な検討事項と決定し、監査報告書において記載する。ただし、法令等により当該事項の公表

が禁止されている場合や、極めて限定的ではあるが、監査報告書において報告することにより生じる不利益が公共の利

益を上回ると合理的に見込まれるため、監査人が報告すべきでないと判断した場合は、当該事項を記載しない。

 

＜報酬関連情報＞

当監査法人及び当監査法人と同一のネットワークに属する者に対する、会社及び子会社の監査証明業務に基づく報酬

及び非監査業務に基づく報酬の額は、「第４ 提出会社の状況 ４ コーポレート・ガバナンスの状況等 (3)【監査の

状況】」に記載されている。

 
利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。
 

以  上
　

 

(注) １．上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提

出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは監査の対象には含まれていません。
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独立監査人の監査報告書
 

2025年６月27日

日本自動車ターミナル株式会社

取締役会　御中

 
井上監査法人
　東京都千代田区

 

 

指定社員

業務執行社員
 公認会計士 吉　　松　　博　　幸  

 

 

指定社員

業務執行社員
 公認会計士 田　　村　　　　　光  

 

 

＜財務諸表監査＞

監査意見

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる日本自動車ターミナル株式会社の2024年４月１日から2025年３月31日までの第60期事業年度の財務諸表、すなわ

ち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表について監査を

行った。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、日本自

動車ターミナル株式会社の2025年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績を、全ての重

要な点において適正に表示しているものと認める。

 

監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準におけ

る当監査法人の責任は、「財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職

業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査上の主要な検討事項

監査上の主要な検討事項とは、当事業年度の財務諸表の監査において、監査人が職業的専門家として特に重要である

と判断した事項である。監査上の主要な検討事項は、財務諸表全体に対する監査の実施過程及び監査意見の形成におい

て対応した事項であり、当監査法人は、当該事項に対して個別に意見を表明するものではない。

 
修繕引当金の見積計上

連結財務諸表の監査報告書に記載されている監査上の主要な検討事項（修繕引当金の見積計上）と同一内容である

ため、記載を省略している。
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その他の記載内容

その他の記載内容は、有価証券報告書に含まれる情報のうち、連結財務諸表及び財務諸表並びにこれらの監査報告書

以外の情報である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責

任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

当監査法人の財務諸表に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載

内容に対して意見を表明するものではない。

財務諸表監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と

財務諸表又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような

重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告

することが求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

 
財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表

示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営

者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき財務諸表を作成することが適切であるかどうかを

評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要

がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。

 

財務諸表監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての財務諸表に不正又は誤謬による重要な虚偽表示が

ないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から財務諸表に対する意見を表明すること

にある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、財務諸表の利用者の意思決

定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家と

しての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続

を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切

な監査証拠を入手する。

・　財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の

実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及

び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づ

き、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結

論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において財務諸表の注記事項に

注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する財務諸表の注記事項が適切でない場合は、財務諸表に対して除外

事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいてい

るが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかど

うかとともに、関連する注記事項を含めた財務諸表の表示、構成及び内容、並びに財務諸表が基礎となる取引や会計

事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

 
監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制

の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会と協議した事項のうち、当事業年度の財務諸表の監査で特に重要であると判断した事

項を監査上の主要な検討事項と決定し、監査報告書において記載する。ただし、法令等により当該事項の公表が禁止さ
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れている場合や、極めて限定的ではあるが、監査報告書において報告することにより生じる不利益が公共の利益を上回

ると合理的に見込まれるため、監査人が報告すべきでないと判断した場合は、当該事項を記載しない。

 

＜報酬関連情報＞

報酬関連情報は、連結財務諸表の監査報告書に記載されている。

 
利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
　

以  上
　

 

(注) １．上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提

出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは監査の対象には含まれていません。
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